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こ の の人 こ と ば

常泉　善男

黄綬褒章を受章ならびに卓越した技能者（現代の名工）として
第3回ものづくり日本大賞を受賞

「現代の名工展2016in東京」に選ばれ参加された

万象我師・ひとづくり

JR）総武線亀戸駅から東武線で乗り換え一つ目の
亀戸水神駅にあった。国鉄亀戸駅からの満員電車は
この駅でガラガラとなる。この工場は新製品を多く
手掛け，会社ではマザー工場としての位置づけが
あった。ここから生まれた産業用，家庭用電気機器
製品は他の工場へ量産製品として製品移管されて行
く。その為，製品毎の部門が多く，いわば町工場の
集まりのようであった。こんな工場の雰囲気が，入
社したての私にとって毎日が活き活きとものづくり
をしている職場と感じさせていた。

現場の職人は，仕事の始まる前に段取りや自分の
使う工作機械・治工具の点検・注油といったアイド
リングを済ませ，その機械や作業台の傍でタバコを
ふかしていた。このような，昔の言葉でいう「矩形
運動」を日々実践していた。職人は気性が荒く，当
時はまだ工場内で統一した作業手順も定まっていな
かったことから，「俺のやり方」，「俺流」，「俺の時間」
で仕事をしていたが，決して「できない！」という
言葉を発しないプライド（職人気質）を持っていた。
会社ではこの職人気質をどの職場にも浸透させ，品
質の高い製品を作り上げていた。

当時の「ものづくり力」は現在も脈々と 
息づいているのだろうか

ものづくりの世界では「働き甲斐」と「やり甲斐」
が，職人にとって必要不可欠な要素であると教えら
れた。今や日本国内では製造業に携わる割合が30％
と，昭和の時代で日本経済を支えてきた自負が跡形
もない。品質の高い製品は，高い技能を有した技能
者によって作り上げられる。我々職人が作り出す自

ものづくりとの出会い

昭和42年，電気機器メーカーの亀戸工場に入社し
た。入社のきっかけは，生まれも育ちもこの下町亀
戸であったことと，既に兄がこの会社で働いていた
ことであった。

この会社では，ものづくりの現場で働く者の中か
ら優秀な人材を対象に入社後3年間の技能者養成所
を開設しており，兄もその中で勤労勉学していた。
他の電気メーカー同様に「金の卵」として採用した
中学校を出たばかりの若者が，働きながら技能と知
識を修得できる工場内教育システムを早くから設け
ていた。

さて一日の始まりは，工場独自の亀戸体操である。
体操の号令が仕事始め前に各職場のスピーカから流
れ始め，職場建屋内の安全通路上で一列横並びとな
り行われる。その後は各職場（組）単位での組朝礼
が始まる。現場管理監督者の職制で「組長」と呼ば
れる「親父」のあいさつから始まる朝礼であった。
朝礼の中身は，なんの変哲もない，日々の新聞紙面
からの世間話だったが，現場で働く職人には「これ
から一日が始まる」と言う緊張感がいつもあったこ
とを覚えている。

組長にとっては，その日の部下一人ひとりの心理・
健康状態を見る大切な仕事のスタートとなってい
た。現場ではさらにグループ化され職人の要として

「棒心（ぼうしん）」と呼ばれている取り纏め者がい
た。その棒心から組朝礼後にその日の作業内容が指
示され作業（生産）が行われていた。

工場に働く従業員は3,000人弱で，国鉄（現在の
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ものづくりは，自分との勝負，一生涯を通しても
なしえない「楽しみ」がある。

〖自己紹介〗
私の本来の職種は「手仕上げ工」で金型（主にプ

レス）製作の技能者である。変圧器が油入り（湿式
油性）からモールド（乾式）への開発展開したとき
に，モールド樹脂成型用金型の試作から量産まで携
わった。

それがきっかけで変圧器の製造部門に移った。そ
こでは，将来の省エネ需要を考慮し，鉄心部材にエ
ネルギー損失の極めて少ないアモルファス材を採用
した変圧器を開発した。このアモルファス材は，硬
くて脆い材料で量産加工がしづらく従来設備や治工
具による加工方法を大きく改善しなければならない
材料であった。

当初は小形変圧器からの開発であったが，現在で
は大形変圧器でも「アモルファス変圧器」を生産す
ることができ，省エネ対象製品として活躍している。

60歳までは，変圧器製造現場の管理監督者として
モノづくりの部門に在籍し，そこから65歳退職まで
の5年間は，社内技能教育の計画立案から具体的教
育の実施を行ってきた。

いわば，ものづくりの生産性を向上させるための
キーマンとして位置付けている現場管理監督者の育
成と技能者の階層別教育を行う立場の仕事に携わる
ことができた。製造業の一企業で「人づくり・もの
づくり」の大切さを学ばせて頂いた一人である。

社製品こそが，社会に貢献する優れた製品であると
定義付けていた時代である。大企業と云われる製造
業の各社がこぞって技能の高さを競っていた時代で
あった。

私は，今でも当時（昭和40年代）のものづくりの
活況を覚えている。恵まれたことに，技能五輪にも
参加させていただく機会も得た。

昭和45年，技能五輪がいよいよ日本（千葉県・中
央技能センター）で国際大会を開くこととなった。
技能五輪へ向けて育成された選手はみな会社の将来
を担う優秀な若手技能者である。しかし，ものづく
りの実践では即，現場で通用する訳ではない。もの
づくりを実践するにはさらなる経験が必要であり，
まだまだ一人前というには早い人材であるが，その
第一ステップが，当時は「技能五輪」であった。一
人前となるためには，超一流の技能と絶えず技能向
上を目指す探求心と自己研鑽力が求められる。厳し
い訓練で鍛え上げられた技能向上心がものづくりの
形となって，実製品の中で作り上げることができる
かどうかが重要である。

Made in Japan への想い

最近では「Made in Japan」のタグ・プレートが，
巷であまり見かけなくなった感がある。世界に認め
られた「ものづくり力」が，今はどこに向かってし
まったのか・・・。ものづくりを目指す若者に出会
う機会が少なくなってしまい寂しい感がうかがえ
る。
「Made in Japan」は，単に製造国籍日本という

意味ではない。「Made in Japan」は，世界一の良
い製品としての位置づけをもっている。

ものづくり日本が世界を凌駕し再び蘇ることを切
に願っている一人として，製造業こそ日本人が備え
ていた勤勉実直の天性であると感じている。現代の
若者が少しでもものづくりに関心を持ち，「やって
みたい！」と思ってくれる人材が増えることを切に
願うものである。

こ の の人 こ と ば
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さらに，OSHMSの国際規格であるISO45001が発行
に向けて関係機関で議論が行われている。以上のこ
とから在職者訓練および職業訓練指導員研修等で安
全に関するコースは高いニーズがあることが予想で
きる。そのため，安全に関係する知識・技術を持ち
訓練の実施またはコーディネートすることができる
指導員の養成が求められている。

本特集では国内における公的の教育訓練機関およ
び大学などで実施されている安全に関する教育訓練
の実践事例を特集することにより，教育訓練の現状
と今後の課題などについて報告する。さらに，安全
を勉強する人のための1つの資料として供したい。

本特集の内容は職業能力開発総合大学校から「初
学者の旋盤作業実習における安全対策教材に関する
研究」。中央労働災害防止協会は「安全衛生教育の
概説とリスクベースアプローチを踏まえたこれから
の教育の力点」。長岡技術科学大学は「長岡技術科
学大学における社会人向けシステム安全の教育」に
ついて報告されている。

杉本旭博士による「リスクアセスメントの目的
と停止カテゴリについて」ではリスクアセスメント
の本来の考え方と安全の責任について報告されてい
る。

最後に本特集に投稿して頂きました長岡技術科学
大学名誉教授 杉本旭氏，長岡技術科学大学教授 福
田隆文氏，中央労働災害防止協会 森田晃生氏，元
職業能力開発総合大学校准教授 鈴木重信氏に心か
ら御礼申し上げる。

1．はじめに

2016年度の労働災害統計によると，労働災害の
死亡者数が928人であった。これは，1972年に労働
安全衛生法が公布された段階での死亡者数5,631人
から比較すると大幅に減少している。現在の事業場
における安全はゼロ災運動，KY活動，ヒヤリハッ
ト，リスクアセスメントによる機械・設備の安全化，
OSHMS（労働安全衛生マネジメントシステム）等
により確保されている。その中で安全に関わる労働
者は経営層から一般労働者まで全ての階層に存在し
ている。これらの労働者を育成する離転職者訓練，
在職者訓練，学卒者訓練を実施する際に安全は不可
欠であり，職業訓練指導員，事務職，訓練生の全て
の立場において日々，取り組むべき重要な仕事の1
つである。今回の特集では安全に関する公的の教育
訓練機関における実践事例と安全教育に関する考え
方について紹介する。

2．特集の目的と内容

厚生労働省から都道府県労働局に2016年10月に
「安全衛生教育及び研修の推進」が通達されている。
この通達は各事業場で「安全衛生教育等推進要綱」
に基づき労働者の各階層に対する教育および機械設
備の安全化を促進するための設計技術者等に関する
教育など幅広い内容を行うように求められている。
また，2014年度に厚生労働省から関係事業者団体等
の長に「設計技術者，生産技術管理者に対する機械
安全教育に係る教育について」が通達されている。

職業能力開発総合大学校　中村　瑞穂

安全に対する取組みの特集によせて
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続で増加に転じた。施設内訓練（アビリティ，専門，
応用課程等）の全体の度数率は5.34で，休業災害は
9件（前年7件），不休災害は99件（前年97件）であっ
た。因みに，度数率1.0は従業員500人規模の会社で
年間1件程度の災害発生と言われている。

図2に訓練要素別の災害発生割合を示す。居住系
が40％，次いで機械系が33％と全災害件数の7割を
占めている。また機械系においては，特に休業災害
が7件発生しており，工作機械等を使用した訓練も
実施していることから重大災害に繋がる恐れもあ
り，災害発生防止に一層取り組む必要がある。

図3に訓練災害の「事故の型」別の発生割合を示
す。依然として「切れ，こすれ」が全体の約半数を
占めており，次いで「はさまれ，巻き込まれ」，「高

1．はじめに

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以
下，「雇用支援機構」という。）における直近10年間
の訓練災害の発生件数は，毎年100件前後で下げ止
まっている。この状況に対して各訓練施設も実技訓
練担当指導員も各種方法で災害ゼロの取り組みを
行っている。平成26年度には機構版労働安全衛生マ
ネジメントシステムも導入され，安全衛生方針を決
め，リスクアセスメントを実施し，全組織的推進体
制で訓練災害の低減に尽力している。しかし，災害
発生件数も災害の事故の型も起因物もほとんど変化
がない状態である。

そこで，機械加工実習の基本とされる旋盤作業に
おける過去の訓練災害事例の分析，職業訓練の主た
る対象である初学者の特性に配慮した指導技法を再
考するとともに，安全対策教材の在り方について研
究したので報告する。

2．訓練災害の現状と発生件数下げ止まりの原因

表1，図1に雇用支援機構における過去10年間の年
度別災害発生件数を示す（1）。平成27年度の訓練時間
中の災害発生件数は108件（過去10年間の平均115.0
件）で，平成21年度より減少傾向にあったが2年連

表1　過去10年間の年度別災害発生件数の推移

図1　年度別災害発生件数の推移

中部職業能力開発促進センター　相馬　圭治
九州職業能力開発大学校　斉藤　哲也

職業能力開発総合大学校　鈴木　重信・中村　瑞穂・千葉　正伸

初学者の旋盤作業実習における
安全対策教材に関する研究

〜危険事象回避方法を含む旋削技能指導技法〜



安全に対する取組み２－5－

指導員の不足と急激な世代交代で「訓練設備に関す
る知識の不足」「技術・技能のレベル低下」「安全教
育など種々のノウハウの継承が不十分」等の問題の
発生が懸念されていること等が考えられる。

ところで，各職業訓練施設では訓練災害の下げ止
まり解消を目指し安全確保のための取り組みを行っ
ている。図5は平成26年度技能・技術フォロー研修（経
験5年）の雇用支援機構指導員38名に対して「安全
衛生面に関する実践内容」について自由記述で調査
した結果である。一般企業の製造部門で実施してい

温・低温の物との接触」が同数の14％となっており，
「動作の反動，無理な動作」が8％で例年の集計結果
とほぼ同様の結果となっている。

図4に「起因物」別の災害発生状況を示す。「手工具」
が28％となっており，電工ナイフ，鑿（のみ）によ
る切創が大半を占めている。次いで「金属材料」が
14％で，加工中及び加工後に材料に誤って接触する
といった災害が多い。これらの起因物による災害は
毎年度発生しているものである。

このように訓練災害の発生件数も事故の型や起因
物も変化がなく下げ止まっている要因は，訓練対象
者のほとんどが毎年初めて就業に必要な知識，技術・
技能を習得する初学者であること。そして，この初
学者は幼少の頃から事故，災害に遭遇するような行
為を親や教師等に止められて育ってきたために何が
危険なのかを知る危険感知能力や危険事象から回避
する能力を習得していない世代であることが推測さ
れる。そして，危険を認識できない結果，不安全行
動が多くなり「切れ，こすれ」等の災害が多く発生
することになる。こうした原因を解消していくため
には，時間を掛け経験を積みながら不安全行動を改
善したり，危険を予知する能力を身に付けていくこ
とが必要となるが，訓練災害は成長を待ってくれな
い。経験や知識が不足していても訓練災害をしっか
り防ぐ方策が必要となる。それは組織や指導員の責
任である。

一方，職業訓練指導員側の指導も知識，技術・技
能の習得が中心で，安全対策の基本を「安全教育」
による訓練生のミス防止に置いていること。更に
2007年から「団塊の世代」が定年退職を迎え，熟練

図2　訓練要素別の災害発生割合

図3　H27年度「事故の型」別の災害発生状況

図4　H27年度「起因物」別の災害発生状況

図5　経験5年目指導員の安全衛生面に関する実践内容



技能と技術　2/2017 －6－

忘れる。
このような特徴をみると，対処方法を予めパター

ン化し，事象に対して適当な対処方法が当てはめら
れることによって対処できる可能性が推測される。
即ち，指導員が取得する要素作業に潜在する危険源
を特定し，事前に危険事象回避の方法を決め，それ
を初学者に呈示し実施できるように反復練習する。
この行動を要素作業の習得過程と同時に行えば，や
がて習慣化した行動となることが期待される。

３．２　危険事象回避のために習慣化したい作業
過去10年間の旋盤作業に関する災害事例を分析

し，習慣化したい危険事象回避行動を次の通りとし
た。
1） 静止した機械可動部に触れながら行う作業はギ

ヤをニュートラルか電源をOFFにする。
2） ねじ切り作業における回転数設定の間違い等，

危険事象回避が難しい作業は，加工物との距離
が十分離れている場所で工具を動かしてみて，
間違いがないか確認する。

3） 作業領域の近くに工具切れ刃等の危険源がある
場合は，危険源との間隔を十分開ける。

4．危険事象回避を配慮した安全対策教材

４．1　失敗事例から学ぶか成功事例から学ぶか
失敗事例から学ぶ安全の考え方は，安全とは危険

な事象が発生しないことであり，安全性を向上させ
るためには，危険な事象の原因となるエラーや違反
を明らかにしたうえで，その1つ1つに対策を講じ防
止すればよいという考えである。この考えに則れば，
災害事例を集め分析し，原因を明らかにし，全てに
対策を講ずればよいことになる。ただ，失敗事例は
割合からすれば僅かであり，事例の収集しにくさが
問題となる。

一方，安全とは単に危険な事象が発生していない
状態に加えて，組織や作業者が将来的に見ると，発
生しうる様々な事態への高い対応能力をもつことで
あり，安全性を高めるには，多様な変化があっても
成功する能力を高めればよいという考え方が広まり

る安全衛生活動はほとんど実施している。また，雇
用支援機構として，平成26年度から機構版労働安全
衛生マネジメントシステム（OSHMS）を導入し平
成28年度定着に向けて研修等を実施している。組織
と指導員と訓練生が協力して訓練災害を減らす仕組
みが構築されたので，具体的に機能し徐々に訓練災
害が減少することを期待するが，基本となる部分で
ある各種手工具及び訓練用機器の取り扱い方法を確
実に指導したうえで訓練生に使用させたり，ヒヤリ・
ハット報告活動やKYT（危険予知訓練）を通じて訓
練中のリスクを把握し，訓練生の技能スキルや危険
感受性を高める等，指導方法の改善を含め安全に関
する指導を徹底することが求められるだろう。そして
効果的な安全対策教材の開発が必要となるだろう。

3．初学者の特性を考慮した作業手順

前述の訓練災害発生件数の下げ止まりの原因を受
け，訓練災害の低減方策として，初学者の特性を考
慮した安全作業手順を考えてみる。対象作業は普通
旋盤作業とし，旋削の要素作業と関連の知識，技術・
技能を習得する過程に潜在する危険源から初学者の
訓練生に危害が及ばない作業手順の導出を目指す。

３．1　初学者の行動特性と危険事象回避方法
人間の行動を表したラスムッセンのSRKモデル（2）

によれば，初学者の行動は知識ベースの行動といわ
れ，次のような特徴がある。
1） 初めての事象に遭遇した時，意識上で内外の知

識を参照し考えて対処するから，この認識プロ
セスには時間がかかる。

2） 知覚情報の取捨選択がうまくできず，何が重要
なのかわからないので優先すべき情報を選択で
きない。

3） 経験がないため長期記憶との照合がうまくいか
ない。

4） 判断が遅れるために決心がなかなかつかない。
 その内に事態が進んでしまう。
5） 行動の段階でも自分のパターンが確立していな

いので行動が遅れる。円滑さに欠ける。操作を
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③対策案（リスクを軽減させる対策として，何を行
うべきなのか）
全体を通してこれらの要素を含むように統一させ

ている。
次に，実際に作成した動画を例に，危険源をより

認識しやすい動画となるように検討した点について
記述する。本稿では「テーパ加工のために刃物台を
旋回させようとした際，勢い余って被削材や刃物に
よって切創する」という災害に対する動画を例に挙
げる。

まず動画の最初では，どの部分に危険源があるの
かを表示させている。このとき，黄色の○印を用い
て危険源を強調させている。（図6）

次に，実際の作業を再現した動画に移る。本研究
では実際に発生した過去の災害事例を分析し，動画
において「災害に繋がってしまう行動」を再現する
ことにより，より「どうしたら災害が発生してしま
うのか」という点を認識しやすく提示させることが
できる。図7は危険行動を再現した動画の一部分で

つつある。未然防止，予防安全である。
この考え方に則れば，多様な成功事例を検討し何

故成功できたのかを明らかにし，その要因を教育す
ることで安全性が向上することになる。

失敗事例による教育が悪いわけではない。失敗事
例は作業時の危機感を高め，危険感受性を向上させ
る働きがある。それぞれの教材事例が有効に働く事
象や場面を意識して活用することで，効果的な教育
訓練が可能である。また，同一の状況における失敗
事例と成功事例の両方を紹介することで，より効果
的な教育も可能となる。

安全教育は失敗を教訓にすることが多いが，日々
の作業で「なぜ失敗したか」と問うだけではなく，「な
ぜ出来たのか」という視点から見直すことで，安全性
の向上に寄与する色々な要因が見えてくるであろう。

４．２　安全対策教材
本教材は，過去10年間の旋盤作業に関する訓練災

害の危険源を特定してリスクアセスメントを行い，
リスクレベルの高い事例から安全対策教材（3）の題材
とした。

本研究における安全対策教材では，対象者が初
学者であることを考慮して，災害を起こしてしまっ
た行動の道筋を動画で再現することにより，危険源
や災害のイメージを認識しやすく呈示することとし
た。また災害事例（失敗）をインパクトのある画像
で見せ，次に危険事象を回避する方法を含む作業事
例（成功）を見せ，何故このようにしなければいけな
いかを説明しながら呈示する方式を採用している。

まずは動画を作成するにあたり，的確に危険源を
認識させることができるような動画の構成要素につ
いて検討した。その結果，次に挙げる3つのポイント
を構成要素として抑えるような動画の作成を行った。

【動画に含まれるべき要素】
①一連の加工作業の中の危険源が現れるタイミング
（危険源がいつ現れるのか）

②何が危険源なのか。
　何が危険で，どこが危険源なのか。また，危険源に

よりどのような災害が引き起こされてしまうのか。

図6　危険源呈示例

図7　危険行動の動画による再現
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5．終わりに

大学生時代に教わった指導技法という科目では，
実技は「説明しながらやって見せ，やらせてみて誤
りを指摘して，反復練習させる」という手順でやり
なさいというものでした。そして急所のポイントは

「成否，安全，やり易く」ですよ。といって何度も
唱和させられました。この急所のポイントは，まず
はできるように，そして安全にできるように，更に
やりやすい方法かどうか，ということである。

指導員晩年になり，汎用工作機械による実習はい
つも危険事象の中で行うから安全の重要性を再認識
するようになり，技能実習の急所のポイントに「安
全」が含まれていなければならないことを最初に教
わっていたのに改めて気づき反省しきりである。

今回，下げ止まっている訓練災害発生件数を減少
させることを目的に，職業訓練施設で技術・技能の
実技訓練を受講する初学者である訓練生が，被災す
ることなく危険が伴う作業を習得するための指導方
法として，過去10年間の訓練災害事例を分析し，危
険事象回避を考慮した作業手順を導出し，動画によ
る安全対策教材を作成した。まだ，教材の実技訓練
での評価はできていないが，数人の指導員の方には
活用して頂いている。

今後は，いろいろな職種における危険事象回避を
考慮した安全な作業方法を提案し，職業訓練指導員
向けの共有データ作成にも取り組んでみたいと考え
ている。

なお，参考文献の後に参考として，印刷用画面の
事例を示したので見て欲しい。

〈参考文献〉
（1） 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構平成27年度訓

練災害事例集，公共訓練部28高障求公発第226号，2016.11.17
（2） ｢ヒューマンファクター講座，Chapter12｣，
 http://www5f.biglobe.ne.jp/~kotohaji/HF/HF2nd/Chapter_ 

2nd_12_1.html?vm=
（3） 相馬圭治：「機械加工実習における安全対策教材の開発」，職

業能力開発総合大学校機械システム工学科，平成24年卒業研
究論文，2012

ある。動画では「ナットを緩めようと力をかけたが，
思いのほか小さな力で緩んでしまい，勢い余って腕
を被削材に衝突させて切創する」という危険行動を
再現している。

危険行動の再現の部分が終了すると，最後に対策
案を提示する部分（図8）に移る。本研究での安全
対策教材では，教材内で掲載している全ての危険源
に対して，対策案についても動画を用いて提示して
いる。これにより，リスクを軽減させるための行動
をより認識しやすく提示することが可能となる。

本教材の全体を通して，危険源を強調させる○印
は黄色，危険源に関する説明文は赤文字，対策案に
関する文字は青色で統一し，その意味や見やすさに
配慮している。

教材では，危険源を選択すると，危険源による災
害の動画及び回避行動の画像が再生され，終了する
と図9に示す印刷用画面が表示され，印刷すれば動
画で閲覧した内容のタイミング，危険源，実際の災
害例，対策案が一画面で確認できる。

図8　対策案の提示

図9　印刷用画面
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〔参考〕：作成した安全対策教材事例

図　切りくずの飛来による火傷

図　テーパ加工部の鋭利なバリによる切創
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図　清掃時の誤った手順による災害

図　チャックハンドルを収納し忘れ主軸を回転したため飛来し，別の訓練生に接触，打撲
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安全に対する取組み 3

である安全衛生教育について概観するとともに，近
年の企業を取り巻く環境の変化を踏まえて，今後の
安全衛生教育の力点の置き方について，一つの考え
方を示すこととする。

2．安全衛生教育の現状と体系

２．1　安全衛生教育の体系
企業で行われている安全衛生教育の体系は，大き

く，法令に基づくものと，自主的なものの2つに分
けることができる。

２．1．1　法令に基づく安全衛生教育
2012年に産業安全運動の開始から100年を迎えた

ように，安全衛生の歴史は古く，安全衛生関係法令
においても様々な教育の実施が規定されている。表
1に法令に基づく主な安全衛生教育を示した。労働
安全衛生法，労働安全衛生法施行令，労働安全衛生

1．はじめに

人や社会がより豊かに便利な生活を送れるよう，
需要と供給のバランスを考慮して，さまざまな生産
活動（物の製造だけでなく，広義の意味で，サービ
スも含めて，何かを生み出している活動）を行って
いくことは至極当然のことである。しかし，生産活
動を進める以上，そこに携わる人にはケガや健康に
影響を及ぼす何らかのリスクが必ず生じる。生産活
動に従事している人が，その活動を通じてケガや病
気をしてしまうというのは自己矛盾であり，人命尊
重という根源的な考え方からも，その活動の継続性
という観点からもあってはならないものである。

2014年10月に広島市で開催された第73回全国産業
安全衛生大会は，中央労働災害防止協会（中災防）
創立50周年の記念大会でもあり，ILO（国際労働機
関）のガイ・ライダー事務局長からメッセージが寄
せられ，「世界では，毎年，仕事で約230万人が亡く
なり，3億6,800万人がケガで休業している」と報告
された。

日本の労働災害による年間の死者は，1961年の
6,712人をピークに，2015年には972人と，ピーク時
の約1/7まで減少している（図1）。しかし，休業4日
以上の労働災害は2015年で116,311人［1］，2015年度
の労災保険の新規受給者数に至っては545,433人［2］

にも及んでいる。死亡災害や休業4日以上の災害が
横ばい若しくは漸減傾向にある中，労災保険の新規
受給者数に至っては，2013年度から増加傾向にある。

本稿では，安全衛生管理の取り組みの要諦の一つ

図1　日本における死亡労働災害発生件数の推移
（1917年～2015年）（木村嘉勝）

（※1926～1927年，1939～1947年データなし）

安全衛生教育の概観とリスクベースアプローチ
を踏まえたこれからの教育の力点

中央労働災害防止協会
JISHA-ISOマネジメントシステム審査センター　森田　晃生
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対応ができていないことが一因となっている場合に
は，書類送検されたり，民事訴訟時に事業者の責任
が大きくなったりすることが予想される。

２．1．２　事業者による自主的な安全衛生教育
先人たちが約100年前に始めた産業安全運動に端

を発する「安全第一」の取り組みはいまでも脈々と
引き継がれており，法令に基づくもの以外の自主的
な教育も大手企業を中心に実施されている。

企業によって内容は異なるが，筆者の経験を踏ま
え，特に実施されていることが多いと考えられる主
な教育について紹介する。
①　階層別教育

新規に部長や課長，係長などに就いたときに実施
する教育。安全衛生上の役割・責任や安全配慮義務，
安全衛生のライン化，リスクアセスメント，メンタ
ルヘルスケアなどを内容にすることが多い。

また，若手教育と称して，入社後5年，10年など
の区切りに教育を実施したり，ベテラン教育と称し
て，20年，30年などの節目に，自身の安全衛生の取
り組みについて振り返りを行い，今後の行動に役立
てたりといった教育も実施されている。
②　OSHMS（労働安全衛生マネジメントシステム）教育

計画，実施，評価，改善（PDCA：Plan-Do-Check-
Act）の一連の過程を定めて，安全衛生水準をスパ
イラルアップさせるOSHMSを導入する企業が増え
ている。この取り組みの中で必要な役割，責任など
について教育する。OSHMSでは内部監査も必要な
ため，内部監査者の教育も実施されることが多い。
③　リスクアセスメントに関する教育

職場のリスクを積極的に抽出して，リスクの除去・
低減につなげるための取り組みであるリスクアセス
メントは，危険性又は有害性の高い一部の化学物質
について実施が義務化されており，その他，作業に
関するリスクアセスメントの実施が努力義務化され
ている。

各企業では，リスクアセスメントについて自分た
ちでやり方を決めるとともに，第一線の作業者など
全員参加で実施することが有効なことから，全従業
員に対して教育を実施するところも少なくない。

規則や特定化学物質障害予防規則等の省令，その他，
指針，通達などで詳細が定められている。

これらの安全衛生関係法令はしばしば，「多くの
犠牲の上にできた法律」といわれる。義務化されて
いる安全衛生教育も同様に，過去，頻発する労働災
害の要因の裏返しとして規定されているものがほと
んどといえる。

なお，職長教育や技能講習，特別教育は，労働
基準監督署ごとにある労働基準協会や，登録教習機
関で実施されている。また，大手企業であれば，特
別教育を中心に自前で社内教育しているところもあ
る。

中災防が運営する，東京と大阪にある安全衛生教
育センター［3］は，労働安全衛生法第63条に基づき，
労働安全衛生に関する指導者や専門家を養成するこ
とを目的として，それぞれ1973年，1978年に労働省

（現厚生労働省）により設立された教育施設である。
職長教育や雇入れ時教育，作業内容変更時教育，特
別教育等の各種講師養成研修等を実施しており，こ
れまでに延べ20万人以上の方が受講されている。必
要に応じてぜひ活用いただきたい。

法令に基づく研修は文字通り必須の教育である
ため，労働基準監督署の指導対象になることは十分
に考えられる。労働災害が発生した際に，これらの

表１　法令に基づく安全衛生教育等
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主の研修の修了の程度に応じて，3段階でレベル付
けする取組みを行っている。安全衛生スタッフはも
とより，ラインの安全衛生担当者の力量を上げ，ラ
イン管理の強化のために有効な制度と考える。

これらの教育は，⑥を除いて外部の機関を利用し
て行われることも少なくなく，紹介した教育以外に
も，例えば，ヒューマンエラー防止対策など多種行
われている。中災防でもこれらに関する各種教育を
実施しているので，こちらも必要に応じて活用いた
だきたい。

3．安全衛生教育とこれからの力点

ここまでは企業で一般的に行われている安全衛生
教育の現状について概観した。ここからは，企業を
取り巻く環境の変化を考慮して，今後の安全衛生教
育の力点の置き方について考えてみたい。

３．1　舵取りの変更（規制型から自主対応型へ）
米国や英国をはじめとした先進国では，日本と同

様に1970年代に本格的な労働安全衛生に関する法律
を制定した。

自他共に認める労働安全衛生分野のリーダー国で
ある英国では，1974年に制定した労働安全衛生法の
制定に先立ち，安全衛生を所掌する労働大臣に任命
された7名の委員からなる委員会（委員長名をとっ
てローベンス委員会）において，主として当時の安
全衛生分野における行政上の問題について討議し
た。この委員会の報告書（ローベンス報告）では，
法律や監督により安全衛生向上を目指すことに疑問
が呈され，法律の複雑さや時代の進歩に合わせた法
律の制定・改廃の難しさが言及された。これらの問
題意識から，企業の自主対応への移行が提言された

［4］。これにより英国では「もぐらたたき」となりが
ちな法規制だけでなく，自社の実態に応じて取り組
むための自主対応が重要であることを踏まえた労働
安全衛生法が制定された。

日本では，1972年に施行された労働安全衛生法の
目的の中に「自主的な活動の促進」が盛り込まれて

④　危険予知（KY）活動等日常職場活動に関する教育
雇入れ時に新入者に対し，活動の概要や取り組み

方法について教育を実施する。また，熱心な企業で
は，5年，10年などの一定期間後に再教育を実施し
ている。さらに，危険予知活動以外にも，ヒヤリハッ
ト報告活動，4S（整理，整頓，清掃，清潔）活動
など各種活動について同様に行われることがある。
⑤　危険体感教育

近年，労働災害の発生を目の当たりにすることが
少なくなり，労働災害の怖さや悲惨さが認識されず，
危険感受性の低下が叫ばれている。このため，はさ
まれや巻き込まれ，墜落，感電，爆発などを体感す
る施設を設け，若手や新入者を対象に危険を体感さ
せる教育を実施している（写真）。ここ10年くらい
で増加している教育である。
⑥　異常処置作業などの社内資格者教育等

機械設備の異常時の処置や低頻度の作業（非定常
作業）など，リスクの高い作業について，経験年数
や社内教育の修了を条件にした資格制度を設けてい
る場合がある。資格者等が責任者の許可をもらって
から作業にかかる制度（許可制度）を併せて行って
いる場合もある。また，表1で紹介した免許取得や
技能講習修了がないとできない作業について，社内
教育も修了しないと業務に就けないようにハードル
を高くしているケースもある。

さらには，安全衛生に熱心な事業場では，「安全
マイスター制度」と称して，法令に基づく研修や自

写真　危険体感教育の実施例
中災防が実施する危険体感教育の様子
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たソフト対策，の順で対策を検討する「スリーステッ
プメソッド」といわれる原則がある。これ自体は理
に適った考え方だが，一方で，運用上，以下のよう
な課題も生じている。

１）本質的安全対策やハード対策にはコストがか
かるため，一部のリスクに対してしか実施でき
ない実情がある。

２）多くの対策が人の注意に依存するソフト対策
となるため，事に当たる人が常に実践しなけれ
ば安全が確保できない。

３）リスクの抽出に漏れが生じる。
４）ソフト対策であってもリスクが低減されてい

るという意識になってしまう（顕在化されたリ
スクの潜在化）。

上記を要約すると，リスクアセスメントは大きい
リスクを主眼に，リスクの除去や低減につなげる有
効なツールだが，その時点でリスクの除去や低減が
できないリスク（残留リスク）が多数存在して，人
の注意に委ねられている，ということである。

３．３　リスクアセスメントと安全衛生活動
リスクを管理することの多くがソフト対策になら

ざるを得ない状況にある以上，安全確保のためには，
いかに人にルールを守ってもらうか，ということに
尽きる。

幸い日本では，4S活動やKY活動，パトロール，
ヒヤリハット報告活動などの日常職場活動が実施さ
れていることが多い。例えば，KY活動は作業前な
どに，これから行う作業について危険のポイントを
メンバーで話し合い，安全な作業の進め方を確認す
ることになるが，これはまさに残留リスク対応（ソ
フト対策）そのものになる。

このように，日常職場活動はリスクアセスメント
と密接な関係を持って，補完して進めることで，そ
の実効性を上げることができる（表2）。

３．４　リスクアセスメントによる合意の重要性
リスクアセスメントでは，リスクを漏れなく抽出

し，リスクの適切な評価や対策につなげるために，

いるが，実際にこの有効性が改めて認識されたのは，
1999年にOSHMSが登場したことによる。また，そ
の中核をなす活動として，災害につながるリスクを
積極的に抽出して，あらかじめリスクを除去又は低
減する取り組みにつなげるリスクアセスメントがあ
る。

すなわち，日本においてもOSHMSとリスクアセ
スメントの登場により，企業が自主的に先取りして
リスクに対処するという「リスクベース（ド）アプ
ローチ」に大きく舵がきられたのである。

３．２　リスクアセスメントの有効性
リスクアセスメントは，一般的に，職場に存在

する危険源を特定し，危険源によりケガが生じる可
能性とケガの程度の組合せでリスクを見積り，評価
して，優先順位を付けて，リスクの除去又は低減対
策につなげるものである。この考え方により，これ
まで災害やヒヤリハットが発生した後に再発防止を
行っていた，いわゆる「もぐらたたき」の後追い対
策から，先取り対策へと大きく転換された。

このリスクアセスメントは，重篤な災害につなが
るリスクの大きなものへの対策に資源を割り当てる
など，優先順位を付けて取り組めるという利点があ
る。また，これは製造現場だけではなく，生産設備
等の機械メーカー側でも取り組まれるようになりつ
つあり，製造現場に導入される機械設備は，ユーザー
の誤使用なども踏まえた安全な設計のものに変わっ
てきている。具体的な統計や調査があるわけではな
いが，近年，死亡災害が減っている一因として，こ
れら取り組みの成果があると筆者は考えている。

３．２　リスクアセスメントの課題
リスクアセスメントはここまで良いこと尽くめ

のように思えるが，実際は様々な課題も露見されて
いる。リスクアセスメントでは，リスクの除去や低
減のルールとして，①危険源や作業自体をなくすと
いった本質的安全対策，②危険源に接触しないよう
に隔離したり，産業ロボットなどの危険源に接触す
る前にそのものを停止させるといったハード対策，
③作業方法の改善や注意表示，保護具の使用といっ
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特に昨今，社会がグローバル化され，競争が激化
する中，かつては部下の面倒見を丁寧に行っていた
管理監督者が余裕をなくしたり，複数作業が一人作
業に変更されたり，多品種少量生産で設備も高度化
したりする中で，作業者一人一人の力量や振る舞い
は今まで以上に高いレベルが要求されるようになっ
ている。リスクへの対応も同様であり，日常的に実
践してもらうために，作業者の合意を得ることがい
かに重要かはお分かりだろう。

３．5　今後の教育の力点
安全衛生関係法令で求められる教育は，過去の労

働災害の一因となっていることの裏返しなので，今
後も実施していくことが必要である。それ以外の部
分では，以下のように，OSHMSやリスクアセスメ
ントといったリスクベースアプローチを軸にテーマ
を設定していくことが成果に直結しやすいと考え
る。
①　OSHMSやリスクアセスメトに関する教育
②　リスクアセスメントと密接に実施することで実

効性が上がる日常職場活動に関する教育
③　残留リスクを踏まえた作業手順教育
④　残留リスク対応として，社内資格制度や許可制

度に関する教育

上記は，前項で紹介した自主的な教育テーマと大
きな差はない。しかし，リスクベースアプローチを
前提に，それぞれの関連性をしっかりと押さえて実
施するのと，単発の教育として行うのとでは，教育
効果が違ってくるだろう。「残留リスクを踏まえる」
という部分も大きい。全体像が見えるようにして，
必要性や有効性を強調することが大切である。また，
安全衛生の基本はライン管理であり，階層別教育も
併せて実施していくことが重要である。

３．6　専門家の育成も重要
安全衛生スタッフ等の専門家の教育も今後ますま

す重要性を増す。実は，安全衛生担当者に法令で義
務付けられた教育はなく，どのような教育やキャリ
アパスを踏むのかは企業の主体性に任されている。

現場の管理監督者や，機械設備，化学物質等の専門
家など，全員参加で行うことが重要である。特に，
第一線の作業者については，対象作業について一番
熟知していることから，絶対に外せない存在となる。
しかし，第一線作業者の参加には，もう一つ大切な
意義がある。それは残留リスク対応の履行について
合意を得るということである。

リスクアセスメントは事業者の責任として実施
し，組織の状況や社会の一般的な通念を考慮して，
コストも加味しつつ，できるだけハード的な対策を
進める必要があるが，どうしてもソフト対策になら
ざるを得ない部分については，実際に作業に当たる
人にその履行について合意を得ることが非常に重要
となる。要は「ここまで対策したけど，リスクが残っ
てしまった。今後も改善の努力をするので，申し訳
ないけど，現状では気をつけて作業してほしい」と
いうわけである。ここでしっかりと合意が得られる
かが，成否を左右すると言い切ってもよい。

例えば，保護具着用のルールや作業手順を無視し
て災害に遭うケースは，この合意がされていないこ
とが大きく影響していると筆者は考える。事業者や
管理監督者が，残留リスク対応を作業者に一方的に
押し付けるのでは効果が上がらない。

表２　リスクアセスメントと日常職場活動
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ある。

３．7　教育効果を評価する
もう一つ忘れてはならないのが教育効果の評価で

ある。これは日本においてこれまでウィークポイン
トになりがちだった点である。研修後に受講者に理
解度に関するアンケート調査を実施することはあっ
ても，それがうまく活用されるケースは多くなかっ
たように感じる。安全衛生教育に熱心な企業では，
理解度テストや，受講後の受講者の行動を上司が評
価するなどのフォローを行っているところもある。

忙しい合間を縫って複数のメンバーを集めて行
う教育はある意味大きな投資である。評価結果を
フィードバックさせて，教育のニーズの妥当性や，
カリキュラム・教材・講師などの有効性の改善に活
用して，教育の実効性を向上させるべきである。

4．おわりに

企業におけるこれまでの安全衛生教育を概観した
上で，企業を取り巻く環境の変化，先取り手法への
シフトを考慮した上での安全衛生教育の力点の置き
方について考え方を述べた。いずれにしても，企業
においては今後ますます競争が激化し，取り巻く環
境は厳しさが増す。リスクベースアプローチを主眼
にして，成果につながりやすい教育にフォーカスし
て，資源を投資していくことが肝要と考える。

＜参考文献＞
［1］ 平成28年度 安全の指標，中災防，2016
［2］ 平成27年度 労働者災害補償保険事業年報，厚生労働省
［3］ 東京・大阪安全衛生教育センターHP
 http://www.jisha.or.jp/facility/shec.html

［4］ 国際安全衛生センターHP
 https://www.jniosh.go.jp/icpro/jicosh-old/japanese/country/

uk/law/HealthandSafetyatWorkAct1974/index.html

筆者は，安全衛生スタッフの力量いかんによって安
全衛生管理・活動の活性化に大きな差が生じること
をしばしば経験している。

また別の側面から見ると，災害多発時代に災害
発生率を目標に単年度ベースで活動してきた時代か
ら，ハード対策などを主眼とした中長期的な戦略が
必要な時代にシフトしていることも理由として上げ
られる。例えば，リスクアセスメントの結果，生産
設備上で，はさまれ，巻き込まれリスクの高い箇所
が50カ所見つかったとしても，すべてを一度にハー
ド対策で対応するのはコスト的に現実的でない。少
なくとも複数年のスパンで考えて，今年度はその内

「○％改善する」という目標になるだろう。
実は，この考え方は，現在開発が進められてい

る，OSHMSの国際規格ISO45001でも見てとれる。
ISO45001では組織内外の課題等の把握が要求され
ており，自組織に足りないこと（ギャップ）を目標
に反映してスパイラルアップを図る方向性が示され
ている（図2）。すなわち，これからは，中長期な視
点で安全衛生管理を進めていくという，安全衛生ス
タッフの力量が求められているのである。

よって，安全管理者や衛生管理者，RSTトレー
ナー（職長教育の講師養成研修）など，安全衛生法
令上必要な教育に加え，OSHMSやリスクアセスメ
ント，機械安全（生産設備の安全），化学物質管理
など幅広い知識を身につけることはもちろん，行政
や業界，災害防止団体，同業他社などの情報を積極
的に収集して，戦略を練るための力量を培う必要が

図2　安全衛生管理における中長期的な視点の必要性
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保するためには，設計／製造／使用などラ
イフサイクルのすべての段階で，危険につ
ながる要因を事前に系統的に洗い出し，そ
の影響を解析および評価して適切な対策を
施す必要がある。これらを実行するために，
安全技術とマネジメントスキルを統合的に
適用する手法の体系を「システム安全」と
いう。

工学においては，古くから安全は重要視されてき
ている。例えば，機械工学科では，基礎である材料
力学で，「部材にかかる荷重は，その材料の耐力（降
伏点，引張り強度など適宜選択する）一杯ではなく，
安全率で除した荷重迄とする」ということは，設計
の基本として学ぶ。このように，個々の技術的な対
応は行われてきている。

また，わが国では，「安全教育を徹底して人の注
意により安全を確保している，欧米では機械で安全
を確保している」，と言われることがある。これは，
ある側面を強調した言い方である。実際，わが国の
労働安全衛生規則でも，「第二編 安全基準 第一章 
機械による危険の防止第101～151条」において機械
側で行うハード対策が規定されている。

ただ，どこにカバーを設置するか，インターロッ
クは必要なのか等をリスクアセスメントによって決
定するという仕組みの面が弱く，安全設計にしても

「法規に規定にあるか」を判断することになりがち
だと思われる。

一方，欧州では，1970年代頃から，危険や事故
が起こる可能性のある場所は機械によって異なるの
で，それは機械設計者がきちんと調べ（リスクアセ

1．はじめに

長岡技術科学大学は，社会人に対するシステム安
全専攻（専門職学位課程）を有し，現に働いている
技術者を中心とした安全に関連する者に対する教育
を行っている。本稿では，その内容等を紹介して，
安全教育について考えるための一助として頂ければ
幸いである。

労働安全衛生法28条の2が改正されて「危険性又
は有害性等の調査等の実施」が努力義務化された平
成18年に，長岡技術科学大学（以下，長岡技大）専
門職学位課程システム安全専攻が設立され，15人の
社会人の学生を受け入れるようになった。それまで
も定員5人のコースとして4年の実績があり，国際的
な安全の考え方や国際規格に沿った安全構築につい
ての授業を行ってきたものを発展させて，専門職学
位課程として設置した。現在は12期生まで迎え，修
了生も100名を優に超える人数となっている。本カ
リキュラム修了者には「システム安全修士（専門職）」
の学位が授与される。これは，カリキュラムにした
がって所定の科目を学び，安全に関する知見と実務
能力を修得した証である。

2．システム安全とは

我々は，システム安全を次のように定義している。
ハードウエア・ソフトウエア，人，法・

規範などの複合体において，人間の誤使用
や機械の故障などがあってもその安全を確

長岡技術科学大学における
社会人向けシステム安全の教育

長岡技術科学大学　福田　隆文
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いる。つまり，リスク0（絶対安全）は理想であるが，
現実できないという事実の中で，安全を確保した製
品の流通の実現を目指している。図1は，このガイ
ドに示されている安全検討のためのフローである。
さて，リスクで安全（リスクの許容）を判断する以
上，リスクを見積もることができなければならない。
従って，リスクアセスメントの修得は必須である。
また，更にその前に危険源を同定できなければなら
ない。更に，同定した危険源に関連するリスクを許
容できるレベルまで低減することが求められている
のであるから，リスク低減手法を知らなければなら
ない。リスク低減手法（保護方策）は，設計では3
ステップメソッドに従うこと，使用側では設計によ
る準備された使用上の情報を基に，対策をとること
と示されている（次の枠内及び図2）。なお，時に誤
解されていることがあるが，国際規格は全ての安全
対策をハード的に行うことを求めてはいない。また，
それは現実無理である。

スメント），対策を考え，可能な対策は機械に組み
込むことを基本とし，機械設計ではどうしても対策
できない危険は，残ってしまった危険（残留リスク）
として使用者に伝える（3ステップメソッドによる
リスク低減）という仕組みを構築してきた。その
結実が，欧州地域での規格であるEN規格であった。
これを見た世界各国が欧州の規格から国際規格に取
り込もうとした結果，ISO12100を中心とする国際
的な機械安全規格の体系ができあがってきた。

安全性向上のためには，「安全教育と人の注意力
の活用」と「機械側での安全対策」をうまく融合す
ることが大切である。ただ，従来のわが国では，設
備対策については，上述のようにリスクアセスメン
トで危険源を見つけ対処するという側面よりも，経
験的な面や法令に書かれていることを行っているか
についての確認の面が強かった。また，対策も，国
際安全規格の示す本質的安全設計，ガード及び保護
装置での対策を優先し，それでも残った危険性に対
しては安全上の情報として使用者に提供する，とい
う仕組みが十分に理解されていなかった。

それでは，「安全教育と人の注意力の活用」，「機
械の安全対策の実施」とその基礎の「リスクアセス
メント」をうまく組み合わせて活用するには，何を
学べばよいのか。弊学の授業について記述する前に，
国際規格の考え方について触れてみたい。

3．国際規格での安全の定義とそのための方策

安全においては，ISO，IEC等の国際規格の役割
は大きい。もち論，国際規格の第一義的な役割は，
国際的な流通のためであるが，流通許可条件として
国際規格は，安全の水準を担保する役割も担って
いる。国際規格であるISO，IECにおいて，安全を
規定する際には，ISO/IEC Guide 51［1］を基に行う。
従って，このガイドに書かれている事を理解するこ
とは，国際規格を理解する上でキーとなる。

ISO/IEC Guide 51［1］では，（1）安全をリスクで
考えることにしている。箇条6.2.1で「全ての製品及
びシステムにはハザードが含まれており，このため，
あるレベルの残留リスクを含んでいる。」と述べて

図1　ISO/IEC Guide 51［1］に示されるリスク
 アセスメントとリスク低減の反復プロセス
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ロックによって時間的に分離されていても，その中
では危険源は存在していることである。以上のこと
でも残存するリスクは，第三ステップである使用上
の情報として使用者に伝え，上記の使用者による方
策が正しく行えるようにする。この目的から，危険
な場所は危険と伝えることがキーである。以上の設
計側の対策の検討においては，第一ステップ，第二
ステップ，第三ステップと優先順位があることを意
識することである。

4．本専攻の授業の概要

本専攻は授業にあたり，（1）リスクアセスメント
とその結果に基づく安全対策の実施に加え，（2）設
計や会社組織等のマネジメントや技術者倫理を入れ
た体系を準備した（図3）。

本専攻は，機械安全を中心としているが，これは，
製造業における休業4日以上の死傷災害の約1/4は機
械が関係しており，そのための人材の育成が急がれ
るためである。そのほかに国際安全規格の体系の整
備が最も進んでいて，機械安全の体系を理解するこ
とで多くの分野での安全対策に応用できるからであ
る。実際，本専攻の学生の半数以上が機械安全以外
の安全の担当者である。

図の上段に示した導入にあたる「システム安全概
論」では安全構築の基礎などを教示している。基礎

－設計者による方策（本質的安全設計方策，安
全防護及び付加保護方策，使用上の情報）（3
ステップメソッド）［2］

－使用者による方策［組織（安全作業手順，監
督，作業許可システム），追加安全防護物の
準備及び使用，保護具の使用，訓練］［2］

第一ステップである本質的安全設計方策とは，
ガード又は保護装置を使用しないで，機械の設計又
は運転特性を変更することによって，危険源を除去
する又は危険源に関連するリスクを低減する保護方
策である。これを最優先に行う。保護装置は確率が
低いとしても故障することもあるし，無効化もでき
るが，本質的安全設計方策で対策できれば，そのよ
うなことが起きなくなる。次に第二ステップである
安全防護，つまり本質的安全設計方策によって合理
的に除去できない危険源，又は十分に低減できない
リスクから人を保護するための安全防護物（ガード
又は保護装置）の使用による保護方策を行う。ここ
で注意すべき事は，作業者の身体が機械の危険な可
動部から，固定ガードによって空間的に，インター

図2　設計・使用段階でのリスク低減 図3　長岡技大システム安全選考の授業体系

注　文献［1］を基に作成した。
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えるための対策を立案する。（システム安全基礎
演習Ⅳ）
さらに，国外・国内の著名な安全認証機関や研究

機関に行き，そこで審査官などと議論して，主体的
に学ぶ科目（システム安全実務演習B，C）や所属組
織での問題を教員と共に，二年間で学んだ知見を基
に解決を目指す，いわば本専攻の仕上げの科目とも
いうべきシステム安全実務演習Aが用意されている。

授業の体系と各科目の内容の詳細は，ホームペー
ジ（http://mcweb.nagaokaut.ac.jp/system-safety/）
で公開されているので，必要に応じてご参照願いた
い。授業形態は，講義科目で知識を習得し，それと
各自の経験や立場に立った議論を重ねることだけで
はなく，演習科目により実際にその知識を使うこと
で，知識の活用法を学んでいる。

まとめると，長岡技大の体系は，次のことを理解
することを意図している。

（1）リスクアセスメントにより危険源を見つけ評価
することから，安全設計，さらに機械の危険情報
の作成と譲渡時等に相手先へ情報を通知すること
までが一連の流れであること。

（2）安全設計においても，本質安全設計が最優先で，
次に保護装置による安全確保の順があること。

（3）安全は，機械が使用される際の安全だけではな
く，設置，保全，修理等の全ての段階で確保でき
るようにすること。

（4）適切なマネジメントにより，上記の（1）～（3）
が実現できるようになること。

4．社技術者がなぜ経営に関する知識を有しな
ければならないのか

一般論として，会社に勤務する者は経営のこと
を知っていた方がよいというのは事実だろうが，安
全技術者は次のような点で，上司やトップが納得し
て安全を進めることを表明し，資源を投じるように
説得しなければならないと考えている。つまり，経
営者が販売する機械について判断するのは，主に市
場性の観点からであるので，技術者は安全の必要性
についても説明しなければならない。このとき，安

的で共通的な科目として，図の中段「共通安全」の
中央に記したリスクアセスメントや安全設計関係の
技術を中核にした科目と，中段左右に記したマネジ
メントに関する科目がある。全ての領域に演習科目
も配置している。下段に示した「個別安全」は，受
講生個々人が，業務に関連あるいは興味がある科目
を選択して履修する。

技術を中核にした科目では，リスクアセスメント
の基礎を教授する「リスク評価」，保護方策として
安全確認型・基本安全原則を扱う「安全論理学」，「国
際規格と安全技術」などを学んだ上で，電気安全，
機能安全，機器設計法やその他関連した科目を学ぶ
ことができる。

機械側で設備対策が優先されることは述べたが，
作業者がミスをしにくい設備とすることも大切であ
り，その基礎知見を与える「ヒューマンファクター」，
労働安全の根幹である労働安全衛生法の基礎知識を
与える「労働安全マネジメント」を準備している。
また，安全の議論では，どこまでリスクを低減すれ
がよいのか，が問題となる。これには，数値的な目
標があるわけではない。そうであるので，「いい加
減に対応する」ことも可能である。このことから，
危険源を真剣に同定する，その危険源に対して技術
者として可能な限り低減を指向する態度，つまり技
術者としての安全に対する倫理観が，安全確保の基
盤となる。従って，本専攻では，技術者倫理を講義
している。

また，演習では次の内容を実施している。
・課題に設定した機械（丸のこを教材としている。）

を学生全員でリスクアセスメントを行い，その結
果を相互に比較・討論する。（システム安全基礎
演習Ⅰ）

・安全装置に求められる要求仕様と既存の安全規格
の記述について比較検討し，安全規格作成方法に
ついて理解する。（システム安全基礎演習Ⅱ）

・認証を模擬的に経験して，リスクアセスメント－
安全設計－安全立証書の作成のプロセスとその意
味を理解する。（システム安全基礎演習Ⅲ）

・企業の不祥事事例を題材に，組織のマネジメント，
法的側面からその原因を検討し影響を最小限に抑
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カリキュラムに示された全項目に関して十分な知識
を有すると見なして差し支えないこととされた（基
安安発0415第1号）。このことからも，本専攻が提供
している授業科目大系は社会の要請に合致している
と考えている。

6．まとめ

本専攻の内容は上記の通りである。ごく簡単にま
とめれば，リスクアセスメントから安全方策，使用
上の情報までの一連の流れを理解できるようにした
ことと，マネジメントまでを一体としてカリキュラ
ムを組んでいることである。幸い，毎年多くの安全
を目指す現に働いている方々が入学してきている。
副次的ではあるが，非常に大きな効果が生み出され
ている。それは，様々な業種の組織から集まってい
るので，授業中，授業後の議論が活発で深いことで
あり，相互研鑽になっている。これは，本専攻の他で
はなかなかできていないことであると考えている。

安全は，一方で，製品開発の足かせといった理解
がされているが，それは国内市場を見て，かつ事故
が起こったときに受ける損害を見ない（想定しない）
議論の結果である。実際には，国際市場には安全が
あって初めて上市できるという現実，事故を起こさ
ないという気構え，国際的なルールを理解して安全
を製品や職場に作り込むという考えと，それを経営
層にも説明できる能力を学生に修得してもらい，修
了した彼らを通じて，その会社の安全が高まること，
さらに間接的ではあるが，社会全体の安全レベル向
上に寄与することを目指している。欲張ったことで
あるのは承知しているが，一歩ずつ前進したいと考
えている。関係各位からのご鞭撻をお願いしたい。

＜参考文献＞
［1］ ISO/IEC Guide 51：2014 Safety aspects – Guide-lines for 

their inclusion in standards （JIS Z 8051：2015 安全側面－規
格への導入指針）

［2］ ISO 12100：2010 Safety of machinery -- General principles 
for design -- Risk assessment and risk reduction （JIS B 
9700：2013 機械類の安全性－設計のための一般原則－リス
クアセスメント及びリスク低減）

全やそのための装置の必要性はもとより，state of 
the artとされるレベルの安全（現在の技術・知見
を結集して行い得るレベルの安全）が国際市場では
求められていること，しかし，そのための投資は，
事故による経営への負のインパクトと比較して十分
価値のあることを説明することが，納得して安全へ
の投資をしてもらうために必要となる。生産現場の
安全化についても同様で，事故から社員を守ること
の倫理的な意味だけでなく，事故による生産停止な
ど考えると，安全への資源の投入は，価値あること
であることを説得しなければならない。これらのた
めに必要な経営やマネジメントに関する知識は，工
学部でオプション的に勉強するだけでは足りないと
考えている。

5．社会ニーズ

以上述べてきた弊学におけるシステム安全の教育
であるが，これは社会ニーズと合致しているのであ
ろうか。

入学者数の推移を表1に示す。本専攻は一学年の
定員は15名であり，定員をほぼ充足している。また，
いくつかの会社が複数の安全担当社員を入学させて
いる。この事から，修了生は会社で期待に応えてい
ると考えられ，社会ニーズと乖離していない教育を
行っていると自負している。

また，厚生労働省が平成26年4月に「機械設計技
術者，生産管理技術者に対する機械安全に係る教育
について」（基安発0415第3号）で教育カリキュラム

（電気・制御技術者の場合で40時間）を示した。本
専攻の教育内容を基盤としている安全技術者の資格
であるシステム安全エンジニアの有資格者は，この

表１　入学者数推移
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理を思うのである。
“事故は，事故前の停止で防ぐ” とする安全の停

止原則は，抽象的で具体性を欠くとされるリスク概
念に事故を防ぐとする安全の魂が息づく。事故前の
停止の失敗で生ずる被害がリスクであるとすれば，
改めて停止手段（安全装置）の認証性の問題が生ず
る。事故は，停止手段の危険側の誤りで生ずること
になり，欧州では，安全装置の故障に対する事故前
の停止の保証（フェールセーフ性）を停止カテゴリ
として階層化し，リスクベースの安全が認証制度と
ともに施行されている。最高位の停止カテゴリでは，
危険のとき停止するばかりでなく，停止手段（安全
装置）が故障した場合，停止して修理を要求し，ま
た，修理を完了しない限り停止が解除できないとす
る条件が叶って安全装置に認証が与えられる。わが
国では事故を防ぐための基準を持たないため，主観
的となって，許容リスクは普遍的安全の意味を持た
ない。一方，欧州では，“事故前の停止” を共通の
原理として事故防止に共通の基準を定めており，改
めて，リスク低減を事故防止に求める欧州の安全に
ついて，その基本とするところを考える。

2．事故の責任と安全の責任

もともと安全は，事故の可能性に対して，リスク
や信頼性など，確率論をベースとする予測手法が採
られるが，事故が起こると，一変して，何が原因か
誰の責任かというように，決定論の扱いとなって混
乱を生ずる。重大責任が課せられるようなことを，
事前に確率で扱うという安全の考え方そのものに混

1．はじめに

リスクアセスメントの責任者は経営者である。
なぜなら，やむを得ず結果として生じた労働災害

（accident）に対する第一義的責任（被害者の補償・
救済）を負うのは経営者であるからである。そこ
で，補償の可能性をリスクで表し，安全管理の最善
を尽くしてリスク低減を図り，許容リスクを実現す
る。このように，許容リスクとは，経営者が負いう
る責任に対する「許容」の判断だと考えることがで
きる。一方，リスクアセスメントそのものの目的が
停止カテゴリを決めることだというグローバルな安
全にとって重要な点がわが国では十分理解されてい
ないようだ。

もともと事故は，事故（事象）の前での停止の失
敗で経験される。事故が起こった時，なぜ，もう少
し早く止めなかったのか。事故は防ぐ，予防すると
いうのでなく，事故の経験を拒否するという考えで
“安全” があるということである。リスクは，単な
る結果責任（補償の期待値）でなく，停止の失敗に
対する責任と考えなければならない。経営者による
許容リスクの判断を，被害者はそのまま許容事故と
して受け入れるわけではない。事故の可能性（リス
ク）が残る限り，特に，大きな被害が予測される作
業では，労働者から，暗黙とはいえ，事故の前の停
止に対する厳しい要求がなされると考えて当然であ
る。しかし，残念なことに，この要求は事前には届
かない。いつもそうだが，事が起こって再発防止の
段階になって，事故の前の停止が軽んじられた不条

リスクアセスメントの目的と
停止カテゴリについて

長岡技術科学大学　名誉教授　杉本　　旭
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責任）とは異なり，事故の回避はもともと失敗が許
されないことから生ずる。指摘するまでもないが，
許容リスクという概念を示すだけでは，安全の責任
は果たせない。

もともと安全は，原因に働きかけて，結果（事故）
を安全な状態へとコントロールすること（事故を防
ぐこと）である。しかし，このコントロールは明ら
かに時間的制約を受ける。原因が分らなければ事故
を防げないし，たとえ分っても制限時間内に回避し
なければ事故は防げない。

事故の原因調査を引き受けるときにいつも思う
のだが，もう少し早く止めれば事故は防げたはずな
のに，なぜ止めなかったのか。事故は，事故の回避
に固執しすぎて停止操作が遅れた結果として発生す
る。当たり前なのだが，この当たり前のことを軽ん
じて事故を発生させている。事故の後に停止させる
のでは間に合わない。安全の責任は，事故前の停止
の要求に応えること，そして事故前の停止の失敗で
事故の責任（経営者の結果責任）が生ずるという関
係である。ただし，停止が遅れて事故の前とする条
件を逸脱してしまうことがある。“止まる” には，「止
まる」の他に「止める」があって，“固有安定停止”
と “制御による不安定停止” の本質的な違いがある
点に注意が必要だが，この違いはエントロピが関っ
て生ずる安定性の違いとしてすでに述べてあるの
で，ここで触れるのは控えたい。いずれにせよ，事
故は防ぐのでなく，一時停止させて事故の経験を拒
否するという考え方で理解すべきである。

もう一つ，よく言われる安全は “危険から離れて
いるから安全だ” である。隔離の安全でもあるが，
これもうっかりすると結果責任が人間に委ねられる
ことになりかねない。安全と思われた状態（位置）も，
また置かれた環境も，大抵は変化して，事故が起こっ
てから何が原因か，誰の責任の問題が結果論に委ね
ることになる。安全は最初に決めてそれで終わりと
いうわけにいかず，常にモニターがなされ，変化に
対応して修正がなされる制御の対象だということを
忘れてはならない。

乱の理由があると言っていい。
事故には責任が伴うが，原因調査を厄介なものに

させるのは，法律違反に対する責任（罰）の理由と
して原因を明らかにする必要があるからである。結
果（事故）に対して何を原因とするかは，法律との
関係で変わる。場合によっては，再発防止のキーと
なるような客観的な原因とは全く別の理由が原因と
されることにもなる。例をあげよう。

事故を防ぐために設置する安全装置は，もともと
故障が許されない。故障は絶対には避けられないと
いう現実に対してわが国の法律（安衛則）で始業点
検が義務付けられる。一方，欧州では，事故前の停
止の手段としての要求から，安全装置は故障に対し
て機械を停止させ，正常に修理がなされるまで機械
を動かせない。これを安全装置の設計条件とし，認
証取得（CEマーキング）を市販の条件としている。
安全装置の目的が “事故前の停止” であり，安全側
故障の保証が認証性を示し，リスクアセスメントの
結果に応じて停止カテゴリの選定を規格として定め
ている。一方，わが国では，許容リスクにおける「許
容」が曖昧であり，事故に対する責任は結果に委ね
られ，結局，事故の結果は人間の責任に委ねられる
ことになる。欧州の事故前の停止原則は，事故防止
がそのままリスク低減の効果を示すが，事故防止の
基準的方法を規定しないリスク概念に重大事故の防
止を期待するのは無理である。

裁判鑑定を依頼される度に，著者は “欧州の安全
装置なら事故を防げたはず” の証言を繰り返してき
たのだが，責任は管理する縦割り行政の多様な判断
に委ねるべきこととして，事故の原因は安全装置の
欠陥とならず，安全装置の保全担当者の過失責任の
問題とされるが，事故が起こってからの結果責任を
裁くわが国では，如何ともしがたい。

偶然の結果（accident）とはいえ，どの国も，事
故後の責任追及は避けられない。事故は，もともと
発生を許さないことが現に発生したという事実を示
すからである。しかし，被害者への賠償や加害者へ
の罰など過失責任の追及では，安全問題の解決に何
も寄与しない。“安全の責任” は事故の責任（結果
責任としての被害者への補償・救済とする経営者の
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合意（正当性）を以て実行されるからである。また，
安全工学の体系化を目指す学問的立場から，停止に
よる安全原則は普遍的であり，複雑な結果責任の議
論への介入を避ける条件で安全工学の体系化が可能
となると期待される。いずれにせよ，事故前の停止
原則を共有し，安全の証明性（限界の証明性：許容
リスク）のグローバルな共通化が何よりも重要だと
いうことである。

ところで，わが国では，リスクアセスメントに事
故の免責を期待する人が多い。安全対策の限界で生
じた事故の責任は，日本語の「責めに任ずる」とい
うような結果に対して負うべき「責め」ではなく，
結果（事故）の予測に対する説明責任に応えて，救
済の準備を整えるとする応答責任（responsibility）
である。結果としての救済の責任は免除されないと
いう欧州安全の整合性については，著者が1984年に
初めてフランスの国立労働安全研究所INRSを訪問
したときに教えられたことである。当時の機械研
究部長Dr.Vautrinが特に強調していたのは，安全の
中心課題は合理的な救済制度を構築することであっ
た。さらに，「安全は，事故を防ぐ／減らす／被害
を小さくすること以上に，救済制度の合理性を担保
する条件として規格化・整合化して企業に均しく守
らせることに意味がある」との説明であった。かく
して労働安全のトップの責任は，安全ルールの要求
に応えること（安全の説明責任に応える責任能力）
と，結果として生ずる被害の救済要求に応える責任

（結果としての事故の責任）であり，ともに，その
ための必要（requirement）に応えるべき応答責任

（responsibility）に位置づけられる。後で示すよう
に，欧州の安全のルールは，事故の前の停止を安全
の責任としており，その追及の限界（State of the 
art）で生ずる事故前停止の失敗が事故の責任の対
象になるという関係で責任が階層で示される。事故
の責任と安全の責任は，ともにトップの責任だが，
特に，トップの責任で技術者に要求するインタロッ
ク（事故前の停止手段）は，残留リスクに伴う事故
の可能性を減少させるのに大きな効果を示すであろ
う。

3．トップの無過失責任

ところで，リスクベースの現代社会にリスクゼロ
はあり得ないとされる。労働の現場では，危険の残
る仕事が教育訓練を行ったという理由で労働者に委
ねられる。ならば，リスクの現実として生ずる事故
の責任を企業（トップ）が負うと考えられて当然で
はないか。実は，これは，過失の如何によらず，事
故の責任（補償・救済としての結果責任）を経営者
のトップが負うとする無過失責任の考え方である。
グローバルに共有する事故の責任原則だが，意外に
もわが国の労働安全の法体系は基本的には無過失責
任の考えで作られている。

もともと “不確実” を扱う賭けのルールがあっ
て，リスクとは，賭けの失敗の時に果たすべき責任
を，どのように責任能力として準備するかを明確に
するための指標である。過失責任は，責任能力のな
い弱者に結果（事故）の責任を負わせることで混乱
を生じてきたと考えていいだろう。欧州規格の理念
として，“負いきれない責任は負わせない” がある
と聞く。そこで，無過失責任とされる労働安全には，
災害による労働者の被害救済の責任を企業（トップ）
が負うと決めることで混乱を防ごうとする意図があ
る。

事故の責任は，単なる結果責任ではなく，事故を，
“事故前の停止の失敗” とする共通の認識があって，
その限界でやむを得ず生じた事故に対する補償・救
済の責任者として，経営者トップの立場が明確とな
る。しかし，事故を結果責任とするわが国では，事
故の責任は，法律が関与して複雑である。安全の理
由を整えて，事故の責任に予め系統だって対処する
のは殆ど不可能である。事故の可能性が残る限り，
トップは事故前に停止を強制し，自らに掛かる事故
の責任を回避すること以外に方法はない。トップ
による停止の強制に異論を唱える法律はあり得ず，
よって自らの責任で停止を解くこと（運転再開）も
自由である。改めて，結果（事故）をトップの無過
失責任とすることが何よりも重要である。事故前の
停止の要求（安全の責任）が，安全管理体制による
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とができる。生産は正常時，停止を要さない。しかし，
トラブルが発生し，その処理，故障修理等で人間に
よる介入を依頼する。そのときは当然だが，システ
ムは停止して人間を呼んで，待つのである。誤りが
停止として生ずるのを安全上絶対と考えるのは，誤
り（故障）をシステムは自分で修理できないから，
人間に修理を依頼せざるを得ないからである。トラ
ブルシュータとしての人間の掛け替えのない存在が
人間だという関係で，人間を受け入れる条件として
“故障→停止” が原理として演繹化されるまで構造
化されていると理解される。

一般に，操作の担当者に「停止」の義務を課すと
する安全管理が導入される。これによれば，機械へ
の接近は停止して行わねばならず，人の不安全行動
とは，明らかに，「停止する前の機械に接近すること」
と定義されるだろう。近年，自動車の製造ラインな
どでは「止めて，呼んで，待つ」を義務とする作業
管理が導入されているが，トップの責任能力によっ
て構成される “停止管理システム” として重要な意
味を持つ。

5．リスクと停止カテゴリ

機能を優先し，停止を避け，機能の信頼性（アベ
イラビリティ）の追求の結果がリスクとして評価さ
れ，リスクは，停止管理システムとしてトップの有

4．「停止」の責任能力とリスク

リスクそのものは事故を防ぐ能力も，また事故
後の責任に対処する能力も有しない。許容リスクに
よって，リスクとして許容される条件で事故が発生
すると考えなければならない。その場合，当然，「事
故の前になぜ停止しなかったのか」に対する正当な
理由が問われるからである。改めて，リスクは，事
故前の停止を安全の原理として共有することで，“安
全” に係っているのである。

すでに述べたように，事故前の停止の失敗で事故
が起こるという事実に基づけば，安全は事故前の停
止を確保すること（安全の責任能力）である。私た
ちは，もともと “停止できないシステム” に安全は
なく，“停止を許容しない安全管理” では責任が果
たせないことを十分に承知している。大きな被害は
もとより，小さな被害であっても人に傷害を与える
以上，停止による事故防止が無視されてはならない。
リスクアセスメントの結果としての残留リスクは，
予め備えるトップの「停止の責任能力」の理由を明
確に示すための指標とみることができる。改めて，
事故は，事故前の停止原則に対する危険側誤りで生
ずると考えることができるから，よって，事故前の
停止の原則の限界で生ずる被害であるリスクは，非
対称誤り特性の確保／改善で低減されると考えるこ

表1 リスクアセスメントに基づく停止カテゴリの選択
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6．事故前停止の運用と非対称誤り特性

安全には積極的な安全と消極的な安全がある。安
全の確認に基づいて危険の可能性のある仕事を行
う。仕事に対する積極的な安全の立場である。これ
に対して確認できないとき停止するのが消極的安全
である。仕事に対しては消極的だが，事故防止の効
果は絶対的である。停止による安全を確保した上で，
停止を回避する積極的操作を行って仕事を確保し，
さらに仕事の効率を改善しようとするのが安全運用
システムの全様である。図1は，安全運用システム
の例をBS提案による欧州規格（火を用いない場合
の圧力装置の安全）で示している。3つの要素が関
係してシステムを構成するが，規格には詳細な説明
がないので，筆者なりに，これらの要素が安全にど
う関わるか考えてみる。

積極的な安全は，まず，危険から離れた状態を
“安全” と定めて，危険に近づかないよう積極的な
制御を行う。安心して仕事をするために事前に安全
な場所を確保するという考え方である。ここに重要
なことは，安全は最初に設定して終りということで
なく，常にモニタリングして，調整すべき制御の対
象だということである。現実にも，例えば自動車の
運転のように，生ずる変化に対応してハンドルやブ
レーキで調整を行って，なるべく安定した運転（速
度）が継続できるよう心掛ける。これが本来の仕事

すべき安全の責任能力に根拠を与え，現実の事故は
停止操作によって防止される。ところで欧州規格に
は，「停止」の完全性（integrity）に対する停止カ
テゴリが規定されている。残留リスクに対して事故
前の停止が要求されるが，停止の要求レベルはリス
クによって異なる。表1に停止カテゴリの概要を示
す。詳細は，関連規格に譲るが，リスクが十分小さ
ければ，不安全行動を教育で補って，操作担当者に
停止操作を委ねることができるだろう。リスクが大
きくなければ，安全スイッチによって扉を開くとき
に停止信号が出るようにする。少々リスクが大きい
場合は，停止操作を行わないと機械に接近できない
安全確認型のインタロックが準備される。最後に，
リスクが大きく，事故前の停止には誤りが許されな
いという状況では，停止操作を不可欠とするだけで
なく，実際に停止が確認されるまで扉が開かないよ
うに，“非対称故障特性” を考慮したフェールセー
フなインタロックが構成される。このように，停止
カテゴリは，リスクに応じて選択される停止能力を
階層で示している。フランク・ナイトがリスク論で
言うように，人知を超えて最後に残る真の不確実は
絶対には避けられない。このような不慮の事故に対
してトップは結果責任（救済）を負うとする覚悟が
必要である（決定論）。同じ理由で，停止をもって
しても，絶対と言える安全の責任は果たし得ない。
そうである限り，労働安全の責任は，トップの停止
の責任能力に対し試されるのである。

図1　欧州規格（EN/BS764-7：火なし圧力装置の安全）
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識があるが，結局事故が起こった時，コンピュータ
の故障停止の保障の限界から，結果としての責任が
人間に課せられる点に注意が必要である。

事故前の停止原則に準拠して安全の責任を最終的
に負うのが安全遮断システム（safety system with 
shut-down）である。調整制御にも危険側誤りが避
けられないと述べたが，事故は，事故の前の停止の
失敗で生じ，原因は，調整制御による “停止” に対
する機能的失敗と見なされる。ここでもう一度，事
故とは何かに戻ると，事故（結果）には原因が存在
し，時間軸上，先に原因があって後から結果（事故）
が生ずる因果律を示す事故のプロセスが存在する。
“停止” とは，このプロセスを停止することであり，
事故前の停止とは，停止が事故の前に完了すること
である。そうなると，危険側誤りとは事故前に設定
された停止（基準）に対して遅れる側の誤り，また
安全側の誤りとは反対に停止が早まる側の誤りであ
り，したがって非対称誤り特性とは，停止の誤りが
早まる側だけしか生じない（危険側誤りを殆ど生じ
ない）誤り特性であると言うことができる。そうな
ると，安全とは，非対称誤り特性（早まる停止を許
容するとする条件）で事故前の停止を確保すること
であり，安全運用システムとは，非対称誤り特性に
よって事故前停止が確保されている条件で，停止を
回避する積極的操作を行って，効率の良い仕事を実
現するためのシステムとまとめることができる。

危険への接近を監視して，事故前の最後の停止
判断を行う安全遮断システムは，一般に言うインタ
ロックに他ならない。しかし，ここで論ずるように，
インタロックの選択には非対称誤り特性に係って特
に注意が必要である。

まず，安全遮断システムはフェールセーフでなけ
ればならない。事故は停止すべきとき停止できない
ために発生し，“故障” は言い訳にならない。フェー
ルセーフを意味する非対称誤り特性は，故障に対す
る停止を要求し，正常に修復がなされない限り停止
が解除されないとする安全側誤りを要求する。もう
一つの事故の原因は，停止の遅れる側の誤りである。
原子力発電所のように停止手段が失われるようなシ
ステムは例外だが，殆どの事故は停止操作の遅れで

のための安全の条件を整える機能制御（Regulating 
control）である。

変化に応じて速度を調整して安全状態を維持する
制御であり，“速度” を操作量として “危険との間
隔” を制御量とする位置制御（サーボ）に類似する
制御だと分る。したがって，制御目標ｘと誤差σ（標
準偏差）を用いてｘ±σのように対称誤り特性で示
され，誤りは危険側か安全側か区別しないから，信
頼性を上げて限界とするか，そうでなければ，危険
側の誤りに対処するための制御によるバックアップ
を構成する。

そこで，仕事中に誤って侵す危険への接近を捉
えて仕事に介入し，減速して接近を遅らせ，併せて
安全状態に復帰させるとする調整制御（Monitoring 
control）が導入される。もともと機能制御は仕事
を決められた条件（安全な状態）で仕事を行うこと
で高い効率を確保しようとするもので，誤った仕事
を本来の仕事に復帰させる調整制御であるから，危
険側誤りを著しく改善すると期待されるが，実は，
機能的非対称誤り特性と見なされ本来の非対称誤り
特性とは区別される。

ところで，リスクとは，不確実性を扱う場合の指
標だが，フランク・ナイトによれば，基準を共有し
ない不確実性は “真の不確実性” であり，比較に用
いる指標とはならない。あくまでもリスクは，停止
を基準とし，事故前停止が必ずしも成功しない場合
の被害であって，停止による安全の証明法を指向し
ない機能制御は，それ自身たとえ事故を減らす効果
が見られても，信頼性（アベイラビリティ）におけ
る効果とみるべきであって，あくまでも，調整制御
のバックアップがあって安全性の効果が認められる
のだとする理解が必要である。重要なので繰り返す
が，リスクは，本来，事故前の停止の限界で生ずる
被害の予測としてのみ合意性（認証性）が認められ
るのである。

非対称誤りは，危険や故障が “停止” として生ず
る安全システムの有すべき特性だが，近年の危険監
視システムはコンピュータの持つ対称誤り特性のた
めに，厳密には非対称誤り特性とは認められない。
一般に，コンピュータによる監視機能は完璧だの認
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理的な救済制度を確立することである。救済制度の
合理性を担保するために安全のルールがあって，救
済の対象とできない労働条件は安全のルールによっ
てもともと排除されるという考え方である。労災保
険の適用外で生ずるような災害はもともと許可をし
ないという判断で，本来の労働条件が確認されると
いうのが，トップの責任であるということである。
以上，参考になれば幸いである。

＜参考文献＞
（1） Pressure equipment-Part7: Safety for unfired, BS EN764-7

（2002）pp.6
（2） 杉本旭，安全の責任ついて考える～技術者の身に着けるべき

グローバルな安全感覚，建設機械施工，Vol.69, No.1（2017-1）
pp.84-87

発生すると考えていい。事故前の停止原則は，一般
に遅れる側の停止誤りを誘引するため，停止操作が
遅れて事故が起こる強い傾向がある。停止装置の故
障や，制御の不調などによる無暗な停止は，仕事の
立場からは迷惑とされるが，安全の立場からは，安
全側の誤りとして許容される。

このように，安全は，安全遮断システム（インタ
ロック）の有する2つの非対称誤り特性で確保され
ると言っていい。しかし，事故前の停止を安全原則
とする限り，仕事効率を求める立場からの要求に対
する配慮が重要になる。重要なことは，危険への接
近による停止をできるだけ回避して，安全で効率的
な仕事を総合的に検討し，その検討結果が図1で示
される安全運用システムと考えることができる。著
者らは，安全遮断システム（インタロック）にフェー
ルセーフを適用する研究を行ったが，停止を安全の
原理とする限り，安全運用システムを構成する機能
制御，調整制御とともに，安全遮断システム（イン
タロック）の有すべき2つの非対称誤り特性の重要
性について正しい理解を求めたい。

7．おわりに

わが国では，従来，リスクが小さければ安全だと
思い込み，事故の免責と読み替えて，安全の責任能
力を低下させてきたと言える。本来，大きなリスク
は，事故の重大な責任に備えて高い停止カテゴリの
停止手段が選択される。また，たとえ低リスクであっ
ても，安全の責任があくまでも事故前の停止の要求
が無視されてはならない。改めて，安全の責任能力
におけるリスクの役割について，正しい理解を求め
たい。

責任（responsibility）は，事故の責任（結果に対
する責任）と安全の責任（停止の責任能力）とから
なることを示したが，トップが責任能力の概念をも
たないために，トラブルとなる場合がある。例えば，
事故が起こった後で，事故の原因と責任に関わって，
被害者となった労働者が労災保険の適用を受けるか
否かの判断を裁判に委ねるという状況である。ここ
で示したように，労働安全で最も重要なことは，合
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2．ヨーヨー型電子楽器開発の背景

２．1　ヨーヨーとは
ご存知の方も多いと思うが，念のためヨーヨーを

辞書で引いてみると，「玩具の一種。二個の饅頭（ま
んじゆう）形の木片をつないだ軸にひもを巻きつけ，
ひもの先端を持って吊り下げ，回転の反動により上
下させて遊ぶもの。（三省堂「大辞林 第二版」より）」
とある。ヨーヨーの基本的な情報は「総合ヨーヨー
情報サイトGIOY」［4］が非常に詳しいウェブサイト
のため，以下ヨーヨーの歴史を抜粋する。ヨーヨー
の起源は紀元前1000年頃の中国や，紀元前500年頃
のギリシャなどというのが主流な説のようである。
また，時は流れて，1928年には現在でも続くヨーヨー
メーカであるダンカン社が設立され，現在のヨー
ヨーのひな形が完成する。さらに1950-60年代，ア
メリカでダンカンヨーヨーがブームになったようで
ある［4］。

さらに時は流れて，筆者の小学生時代（1980年代
後半）には某飲料メーカのおまけとしてヨーヨーが
大流行した（同年代の方々は目を細めて昔を思い出
すことであろう）。赤いジャケットを着たお兄さん

1．はじめに

前稿［1］では，図1に示すような電子楽器の本質を
明示し，“電子楽器とは何であろう？” という問に
対しての本質的な答えは “人間の何らかの動作を電
子回路により音へ変換する器具” であると述べた。
つまり，センサによって何らかの人間の動作を信号
に変換し，マイコンに入力，マイコンではそれを音
の情報に変換して出力すれば良いわけである。

また，以下に列記する理由から，“誰でも新楽器
創成時代”が到来したと述べた。
理由1：インターネットショップのおかげでマイコ
ンや各種センサが非常に安価に，かつ，簡単に入手
できるようになったこと。
理由2：マイコンやセンサの使い方を学習するとき，
それについて書かれた書籍や，インターネット上の
記事などに簡単に触れられること。
理由3：3Dプリンタや，NCルータ，レーザーカッター
などのいわゆるデスクトップファブリケーションが
購入しやすくなったり，市民工房に設置されたりと
加工環境やインフラが整いつつあること。それに伴
い筐体設計や製作に関わるCAD・CAM・CAEなど
の技術に関しても，情報に触れられる機会が増え，
アプリケーション自体も簡単化されつつあることか
ら，随分と一般的になってきた。

そこで本稿では前稿に引き続き，小生研究室にて
開発してきた新しい電子楽器について紹介する。第
2回目として，2012年に開発された，ヨーヨー型電
子楽器「轟」［2］［3］について述べることにする。

マイコンを用いた電子楽器開発記②
〜ヨーヨー型電子楽器「轟」の開発〜

ものつくり大学　三井　実

図1：電子楽器のシステム図
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するプレイヤーはインターネットを利用してヨー
ヨーの購入・共同練習・大会を行っていた。また動
画投稿サイトの隆盛により，プレイヤーはインター
ネットを利用してヨーヨーの情報収集を行ったり，
情報を発信したり行われているようである［2］［3］。

現在でも国内外でヨーヨーの技術を競い合う競技
大会が開催されている。世界大会ヨーヨーの競技に
は6つの種目がある。1A，2A，3A，4A，5A，AP
と呼ばれる。表1に各種目の特徴を示す。表1から，
競技では音楽を再生し，それに合わせて演技を行う
のが一般的である。特に音楽とヨーヨーの技が高い
レベルで調和されている演技は観客を圧巻する。競
技の勝敗はジャッジの採点（技術点＋芸術点）で決
まる。技術点は，加点・減点方式，芸術点は加点方
式である。芸術点は以下に列記する10個の項目をそ
れぞれ0～3点の4段階で採点する。
・テーマ
・ルーティン（構成）
・アウトフィット（衣装）
・ボディコントロール（体の動き）
・ オーディエンスインタラクション（観客とのやり

取り）
・コーリアグラフィ（音楽に対する振付）
・ステージの使用と動き
・クリーンネス
・バリエーション
・リスク

テーマ，ルーティン，コーリアグラフィの要素は，
BGMに用いる音楽と関連が深い。逆にその他の要
素はヨーヨーをいかに操るか，どのようなパフォー
マンスを行うかに重きがおかれ，ヨーヨーを上手く
取り扱えることが前提の評価要素である。つまり，
熟練者が高評価を狙うためには，難度の高いトリッ
クに挑戦すること，新規性の高いトリックを成功さ
せること，そして “音楽と調和したストーリー性の
高いパフォーマンスを行うこと” の三要素を満足す
る必要がある。先の二要素はヨーヨーを練習すれば
達成できる。当然三要素目もヨーヨーの練習という
手段で達成できるが，音楽との調和に着目すれば，
機械的・電気的に達成する手段があっても良いはず

が町の駄菓子屋にやってきて，ヨーヨーのパフォー
マンスを行っていた。その当時，ヨーヨーを振り下
ろした際に最下点で長時間空転（以下スリープとい
う）させ，その間に “犬の散歩”，“ブランコ”，“東
京タワー” などと呼ばれる “技” が繰り出されてい
た。

さらにさらに時は進み，1997年に，株式会社バ
ンダイが海外メーカのヨーヨーを集めて「ハイパー
ヨーヨー」ブランドで大きく事業展開した。ハイパー
ヨーヨー第一世代と呼ばれるようで，ヨーヨーが再
び大流行した。それまでの “技” は “トリック” と
お洒落な名前に変わり，スリーピングトリック（投
げた後ヨーヨーが空転し，その間に振り子運動を応
用させる技）や，ルーピングトリック（ヨーヨーを
キャッチせずに周期的な運動をさせる技）など，か
つての “技” に比して別次元の技術に進化した。ト
リックの一例（ダブルハンドストリングトリック）
を図2に示す。この進化は，ヨーヨーの扱いやすい
形状・重量・バランスが研究されたり，高品質なベ
アリングが回転軸に配されたりと，ヨーヨー自体の
性能が大幅に向上したことに起因する。それに伴い，
従来の性能では出来ない動きができるようになり，
ヨーヨーを扱う技術も向上した。

２．２　ヨーヨーの競技
近年のヨーヨーはハイパーヨーヨーブームが

去った後もヨーヨーを続けていたプレイヤー達に
よって発展を続けてきた。これにはインターネット
の普及が大きく関係している。全国津々浦々に点在

図2：トリックの一例：ダブルハンドストリングトリック
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である。つまり音楽とヨーヨーパフォーマンスの調
和を更に高いレベルで実現するにはヨーヨー自体が
発する運動（運動・振動等）エネルギーの情報を音
に変換し，ヨーヨー演技と楽器演奏を同時に行うこ
とが望ましいと考えた。

そこで本開発では，ヨーヨーにセンサを搭載し，
ヨーヨーの回転や運動を，音や音楽の情報に変換す
るシステムを実装することになった［2］［3］。

２．３　ヨーヨー型電子楽器に求められるもの
ヨーヨー本体に電子回路を搭載し，メロディーを

鳴らしたり，LEDを点灯させたりする機能付きヨー
ヨーは既に市販されている。しかしながら，いずれ
もその電子回路や，回転体のチープさなどから，ヨー
ヨー自体の性能を大きく損ねていた。すわなち，高
度な技に耐えられる性能を持つ機能付きヨーヨーは
存在しなかった。さらに，機能付きヨーヨーの，電
子回路によって発せられる音や光はシンプルで，高
度なヨーヨーパフォーマンスで利用できそうなもの
も存在しなかった。

そこで本開発では，より高いレベルのヨーヨーパ
フォーマンスツールの開発を目的とした。ヨーヨー
として高度なトリックに耐えられる性能を維持し，
動きによって音色を変化させ，音楽を奏でられる
ヨーヨー型電子楽器を開発する。本開発のターゲッ
トはヨーヨーパフォーマーである。一般的に手づく
りの楽器は，ユニバーサルデザインや誰でも演奏し
やすいコンセプトのものが多いが，本装置を扱うた
めにはある程度のヨーヨースキルが必要である。さ
らにヨーヨープレイヤーに受け入れられるものでな
ければならない。そのためヨーヨープレイヤーが好
むデザイン・機能を意識し，スマートでストリート
色が強いものを目指した。2名の学生がそれぞれ，
電子制御部の開発，回転体およびシステム筐体の開
発と，テーマを分担し実装が始まった。そして我々
が開発を目指すヨーヨー型電子楽器を「轟」と名付
けた。回転体を “車輪” のイメージに見立てて “車”
の字をもらい，さらに回転するときの音を “轟音”
と比喩したネーミングだそうである（学生談）。

表1　競技種目別特徴
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で回転させ動作を確認した。
この段階まで発案してから約2日。「あれを試して

みよう，これならどうだ？」を繰り返した。程なく
して，もう一人の開発者飯嶋君も興味深いテーマな
ので一緒にやりたいとのことで合流。そこからさら
に2か月間で様々なディスカッションを行い，試作
機第1号が瞬く間に完成しと，非常に楽しい時間で
あったのを覚えている。前稿［1］で述べた “無弦チェ
ロ” にしてもそうであったが，趣味と実益を兼ねた
テーマを与えられた学生は動きが速いのである。

３．２　制御部システムの構築
３．２．1　制御部システムの概要
図3にヨーヨー型電子楽器「轟」のシステム構成を，

図4には電子楽器の全景を示す。

3．ヨーヨー型電子楽器「轟」の開発

３．1　発案から試作までの裏話
そもそもこの電子楽器を発案したのは，筆者の

研究室恒例の “コーヒーブレーク” のひと時であっ
た。新しいアイディアの多くはくだらない会話をし
ているときに生まれ，それを実現するためのフット
ワークの軽さが発明を生むケースがある。開発者
の一人である星野君は，高校時代よりヨーヨーパ
フォーマーとして競技大会に出場する腕前であっ
た。本当は全く別の卒業研究テーマを与えていたの
だが，たまたまコーヒーブレーク中にヨーヨーパ
フォーマンスという人並外れた特技があることを知
り，そのパフォーマンスを目の当たりにして，この
能力をそのままにしておくのは勿体ないと思ったこ
とから「ヨーヨーを電子楽器にしてみないか？」と
誘った。その場でディスカッションが始まり，ヨー
ヨーの回転や動きを検知するセンサを積むにあた
り，まず問題になったのが，情報をどうやって伝送
するか？ということであった。ヨーヨーは回転する
ので，センサの情報を音の情報に変換するためには，

「ヨーヨー自体が音を発する」か，「ヨーヨー内で検
知した情報を無線通信する」のどちらかの手段しか
ない。

もしヨーヨー自体が音を発する仕様を考えた場
合，センサ，マイコン，バッテリ，アンプ回路，ス
ピーカなどを内包するものを作ればよい。つまり内
部ですべてのシステムが完結している状態である。
しかしながら，回転をぶれさせずにヨーヨー内に市
販パーツを複数配置するのは至難の業である。さら
にヨーヨー自体が重くなり，ヨーヨーパフォーマン
スにも影響が出てしまう。

そこで，ヨーヨー内に配置するのは，センサ，バッ
テリ，センサ情報を無線通信するユニットにとどめ
ることにした。さらに問題点となったのが，無線通
信用のICは，高い加速度を持つ回転体内で，「正確
に動作するのか？」ということであった。ZigBee
規格で無線通信できるXBee シリーズ2を，ボール
盤の先端に偏心するように装着，最高速の3000rpm

図3：ヨーヨー型電子楽器のシステム構成

図4：ヨーヨー型電子楽器の全景
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ズ2）通信モジュールを用いる。このモジュールは
ZigBeeという無線規格で通信を行え，国内でも無
許可で使用でき，設定等も他のモジュールと比べて
比較的容易に行える点が特徴である。このモジュー
ルはアナログ・デジタル入力共に対応しているため，
開発がしやすいことから無線通信のモジュールとし
て選定した。

ヨーヨー部回路の駆動に使用したバッテリは
FULLRIVER社のリチウムイオンポリマーバッテ
リー（二次電池）である。このバッテリは，室内用
ラジコン飛行機に使用されているものであるため，
軽量小型で充分な電流を流すことができる。使用
したバッテリは3.7V・30mAhのものである。バッ
テリの選定条件として，小型・軽量であること，回
路の駆動に適切な電圧であること，充分な電流を流
せること，ある程度の時間（パフォーマンスの時
間）は動作し続ける容量があることなどが挙げられ
る。XBeeが3.3V駆動であることや，本回路では約
50mA必要であることを考慮した結果，このバッテ
リを選定した。

無線通信ICとバッテリを回路基板に搭載したイ
メージを図7に示す。

回路基板は切削機KitMill CIP100を使って製作を
行った。KitMill CIP100はオリジナルマインド社製
の基板切削用の3軸NCドリルである。回路基板専用
の加工機のため，特別な設定をしなくてもプリン
ト基板を製作することができる。また，CADソフ
トはDesign Spark PCBを使用した。これはRSコン
ポーネンツの基板用CADソフトである。フリーで

ヨーヨーには電子回路基板が搭載されている。
基板にはヨーヨーの回転情報を検知するセンサ，
ZigBee無線通信するためのXBeeが搭載されてい
る。ヨーヨーから送られた情報を制御ユニットで受
信し，その情報からマイコンでMIDI信号を生成す
る。そしてMIDI音源とアンプ・スピーカをライン
接続し出音する。以降の項で詳細を説明する。

３．２．２　ヨーヨー部
ヨーヨーの回転や動きの情報を加速度センサで検

知する。加速度センサの選定条件として，ヨーヨー
内に実装できる大きさであること，ダイナミックレ
ンジを適切に合わせられることが挙げられる。これ
らを考慮し，アナログデバイセズ社の加速度セン
サADXL001（250g /500g）・ADXL325・ADXL326
を用いて試作を行った。ADXL001は1軸の加速度
センサであり，測定範囲は±250gと±500gの2種類
がある。ADXL325は3軸加速度センサであり±5g
である。ADXL326は3軸加速度センサであり±16g
である。いずれのセンサも5mm角とサイズも小さ
い。ヨーヨーに搭載した基板に実装する加速度セン
サの種類・位置が適切になるよう，複数の試作機
を製作し改良を重ねた。図6に示した最終版電子基
板は加速度センサADXL001（250g）を一つ使用し
たものである。この基板に実装した加速度センサは
ADXL001の250gタイプのもので，遠心軸方向にか
かる加速度を検出している。この基板では中心から
約11mmの位置に加速度センサを置いてヨーヨーを
回転させたところ約200gの加速度が出ていること
が確認できた。

ヨーヨーは回転体であり，ヨーヨーからの信号を
有線で受け取るのは困難であるためこのシステムで
は，無線通信を行うこととした。部品はXBee（シリー

図6：ヨーヨーに搭載の電子回路基板

図7：無線通信ICとバッテリを搭載した基板
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野君は違和感を覚えたようである。本開発の目的は，
ある程度ヨーヨーの経験のある競技者がさらに高い
表現力を得るためのシステム構築にあったはずだっ
たが数多の試作を経て，たくさんのヨーヨーを回転
させ楽器の音を出音しても，ピンとくるものが皆無
であったようだ。

そこで，楽器のコンセプトを見直した。あらかじ
め，楽曲のMIDIデータをプログラム上に組み込み，
ヨーヨーの回転の有無・速さを楽曲のテンポの速さ
に変換する。ヨーヨーの回転が速ければ楽曲も早く
進み，ヨーヨーの回転が遅ければ楽曲も遅く進む。
回転していなければ出音されない。これによりあら
かじめ用意された楽曲が，ヨーヨーパフォーマンス
のテンポに合わせて出音される。これまでのヨー
ヨーパフォーマンスは，BGMに合わせて演技を行っ
ていたが，この楽器を使えばヨーヨーパフォーマン
スに合わせてBGMがついてきてくれるわけである。
つまり本開発は，新しいヨーヨーパフォーマンスの
ためのツールを創り出したことになるわけである。

３．２．４　試作機の経過
これまでに最終的に製作したヨーヨー型電子楽器

について説明してきたが，完成までに複数の試作機
を製作したため，ここでは試作機の経過についても
説明する。それぞれの試作機は適宜改良を行ったも
のであるため，順を追って表2にまとめる。ヨーヨー
の筐体に関して，3Dプリンタで製作したり，市販
品を利用したり，様々な検討があって，最終的には
ポリアセタールを切削加工する方式に至った。最終
版のヨーヨー本体を図9に示す。センサについても

利用でき，充分な機能を備えている。

３．２．３　制御部
制御部の役割は主にXBeeからのセンサ出力の情

報を受信したものを監視し，ある閾値を超えたら
MIDI出力を行うこと，つまり加速度信号をMIDI
信号に変換することである。この制御部にはコン
トローラタイプのSH-2マイコンの評価ボードであ
るSH7144を用いた。開発当時，SHマイコンは他の
マイコンと比べ動作速度が速いのが特徴であった。
本装置ではXBeeで常に無線通信を行い，そこから
MIDI出力までのタイムラグをできるかぎり小さく
したいと考え，動作速度の速いSHマイコンを選定
した。

制御部にはLCD・スイッチ・ボリューム，受信
側のXBeeの基板・各スイッチ用の電源基板などが
搭載されている。スイッチやボリュームは，この楽
器のモード切替に使う。また，SHマイコンの外装
として，レーザーカッターでカットしたアクリル材
を組み合わせ，ケースを製作した。製作された制御
部を図8に示す。

制御部を動作させるためのプログラムも製作し
た。当初このシステムには，ヨーヨーの回転を検知
するとその速さにより音の周波数を変化させたり，
制御部に配されたスイッチにより音色を変化させた
りといった，楽器に近い機能を持たせていた。しか
しながら，ヨーヨーを回転させパフォーマンスしな
がら，楽器を鳴らしているうちに，開発者である星

図8：制御部の全景 図9：試作最終版のヨーヨー部全景
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は，ウェブページのURL等を紹介するようにした。
Twitterは一時期100以上のフォロワーが存在し，特
にプロや協議会上位者のヨーヨーパフォーマーから
のフォローが多いのが特筆できる点である。

さらに，演奏のイメージとして，動画サイトに投

最終版の加速度センサを採用するまで，様々なセン
サを試してきた。開発の苦労がわかる表であると自
負している。

4．まとめ

本開発ではより高いレベルのヨーヨーパフォーマ
ンスツールの構築を目的とし，ヨーヨーとして高度
なトリックに耐えられる性能を維持し，動きによっ
て音楽を奏でられるヨーヨーを目指した。その結
果，ヨーヨーの回転を加速度センサで検知，無線通
信でその検知情報を受信機に送り，マイコンにより
MIDI信号に変換して音楽を奏でられるヨーヨー型
電子楽器「轟」が完成した。

開発は当初からプロダクト化を目論み進めていた
ため，精力的に広報活動や対外的発表を行った。展
示会への出展，コンテストへの出場，大学のPR活
動の一環である各種イベントでの展示など機会があ
れば参加した。

対外活動のねらいとして，ひとつは情報交換の機
会をつくり，楽器やその製作活動を世間に発表し認
知度を向上し情報提供や意見交換，協力者を仰ぎ研
究に役立てるためである。特に楽器フェアへの出展
は非常に有意義であった。工業系の展示会ではセン
サやマイコン，素材の加工などに関する技術的な質
問や意見が多かった。一方，楽器フェアでは演奏家
や音楽愛好家など芸術活動やパフォーマ側のアドバ
イスや意見や，市販化に関しての問い合わせが多く，
学生はもちろん，筆者にとっても刺激的なイベント
であった。何かしらの “ものづくり” をテーマにし
た研究活動は，プロダクト化を見据えて，製品や市
販品レベルのものが並ぶ展示会に出展するのが理想
的であることを勉強した。

また，広報活動のため，WEBページを製作した。
http://www.iot.ac.jp/manu/mitsui/tec44/

現在更新は止まっているが，WEBページでは
製作の記録・動画の紹介等を行っている。また
Twitterのアカウント（@TEC44_PR）も取得したた
め，つぶやきも表示されるようになっている。なる
べく多くの人に見てもらうため，PR活動する際に

表2：試作機開発の経過
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り手軽にするために，スマートフォンとヨーヨーの
みでパフォーマンスできるようになることが望まし
い。将来的にはスマートフォンの専用アプリケー
ションを開発し，ユーザーインターフェースの完成
度を高めることにより，よりスマートで扱いやすい
ツールになる。

最後に，一番の問題点は，前稿の “無限チェロ”
もそうであるが，“チェロが弾ける” とか，今回の
ように “ヨーヨーが上手い” とか，専門の技術を
持った学生が卒業すると同時に開発が止まってしま
うことである。しかしながら，コーヒーブレークか
ら発したアイディアを具現化して最終的には製品が
並ぶ楽器フェアにまで出展できたことは，学生に
とっても筆者にとっても貴重な経験になったことを
強調したい。

＜参考文献＞
［1］ 三井実，“マイコンを用いた電子楽器開発記①～「無弦チェロ」

の開発～”，技能と技術20171号，2017年3月
［2］ 星野貴也，“ヨーヨー型電子楽器の研究開発－制御用ハード

ウェア・ソフトウェアの開発－”，ものつくり大学卒業論文，
2013年3月

［3］ 飯嶋瑞生，“ヨーヨー型電子楽器の研究・開発”，ものつくり
大学卒業論文，2013年3月

［4］ 総合ヨーヨー情報サイトGIOY
  http://www.yo-yo.jp/

＜謝辞＞
　本投稿にあたり，研究内容の公開や，写真・図等の使用を快諾
してくれた小生研究室OBの星野貴也君，ものつくり大学製造学
科 松本研究室OBの飯嶋瑞生君に深く感謝します。

稿した動画を紹介する。動画配信サイトYoutubeに
て「ヨーヨー型電子楽器」と検索か，下記のURL
にアクセス。
https://www.youtube.com/watch?v=vmUrxnxbLlM&t=20s

最後に，本開発が出展・紹介されたイベントを以
下に列記する。

【2012年度】
・秋葉原電子工作コンテスト（現：GUGEN）出場

⇒審査員特別賞オリジナルマインド賞受賞
・全国手づくり楽器アイデアコンテスト2012出場，

⇒会長賞（最優秀賞）受賞
　会長賞を受賞したことにより，下記のメディアで
の取材があった。
○新聞
　読売新聞（2月2日夕刊）
　埼玉新聞（2月4日）
　神奈川新聞
○テレビ
　テレビ神奈川（2月24日）
○ラジオ
　TOKYO FMクロノス（2月1日）
　かわさきエフエム（1月24日）

【2013年度】
・三井 実，松本 宏行，星野 貴也，飯嶋 瑞生，特

許出願 “ヨーヨー型電子楽器”，特願2013-153489
・MakerFaireTokyo2013出展，11月3-4日
・コラボさいたま2013出展，11月8-10日

【2014年度】
・ヤマハ株式会社の浜松工場にて技術交流会
・楽器フェア2014　出展，11月21-23日

5．今後の課題

ヨーヨー型電子楽器の最終的な形態として，ス
マートフォンで扱えるようにするのが最適であると
考える。現状では，ヨーヨーだけでなく，受信機・
制御装置・MIDI音源が必要である。これら役割を
スマートフォンに担わせるのである。この楽器をよ
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もこの地域が題材である。
センターは昭和35（1960）年に現在の地に設置さ

れ，常磐炭鉱の離職者訓練を開始し，その後この地
域の産業の変遷と共に歩み東京オリンピック・パラ
リンピックが開催される2020年に60年の節目を迎え
る。

本レポートは，東日本大震災・原発事故の復興地
域の渦中の地域産業に不可欠なものづくり人材育成
の一翼を担うセンターとして，これまで震災復興訓
練「建築CAD・リフォーム計画科」に派遣協力を
いただいた全国の施設及び関係者の皆様に感謝を申
し上げると共に，これから長期にわたる復興モデル
の取組の実施にあたり全国の関係機関・関係者の皆
様に，長期的・持続的にご支援ご協力をお願いした
く現状と課題をまとめたものである。

2．震災後の状況

いわき市は，地震・津波・原発事故・風評被害と
いう4重の被害を受けているが，「被災自治体」とい
う面と「復興拠点」「避難者受け入れ自治体」といっ
た複雑性（2）をもったまま今日に至っているので，そ
の一端を紹介する。

（1）いわき地域の津波・地震被害
同市は太平洋に全長約60kmに面し，震災前，夏

は多くの海水浴客が訪れるところであったが，震災

1．はじめに

「ポリテクセンターいわき」（以下「センター」と
いう。）は福島県いわき市のほぼ中心に位置してい
る。いわき市は昭和41（1966）年に14市町村が合併
して誕生し平成28（2016）年で市制50年になった。
面積は1,231km2（1）で平成15（2003）年までは全国一
広い面積を有している広域都市であるがゆえに，地
震・津波・原発事故・風評被害の影響が市内の各地
域で異なることが震災復興状況を複雑化させている
一因でもある。福島県東南部に位置し太平洋を望み，
温暖な気候で，明治中期から常磐炭鉱を中心に産業
が発達し小名浜（おなはま）港は石炭積み出しと水
産加工や遠洋漁業の要港となった。昭和30年代には
エネルギー革命により常磐炭鉱が閉山したが，沿岸
部を埋め立て臨海工業地帯として，金属・化学・製
油所・電機・製紙工場が進出し産業振興を図ってき
た。平成19年には工業製品出荷額が1兆円を超えた
が，震災の影響によって8千億円台（1）に低下し，現在
は9千億円台（1）に回復している。工業製品出荷額では
東北6県では仙台に次ぐ東北有数の工業都市である。
また，映画「フラガール」（2006年）の舞台「スパリ
ゾートハワイアンズ」は常磐炭鉱跡から出る豊富な
温泉がもとになっている。映画「超高速！参勤交代」

（2014年），「超高速！参勤交代リターンズ」（2016年）

	 福島職業能力開発促進センターいわき訓練センター	 折笠　正弘・原　　俊昭＊

	 	 木嶋　　肇・長瀬　安信
	 千葉職業能力開発促進センター高度訓練センター	 鈴木　良之・竹野　俊夫
	 	 石田　光芳・佐渡　秀雄

福島県沿岸地域の持続的ものづくり人材
育成の一翼を担うために

＊現　高知職業能力開発促進センター
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楢葉町の役場や商工会の出先が存在している。原発
事故に起因して，いわき市という行政区内に他の自
治体機能が複数存在するといった他の地域では考え
られない複雑な様相を呈している（2）。

（3）原発避難地域からいわき市への居住
避難指示が出された，双葉町，広野町，浪江町，

大熊町，富岡町，楢葉町等からのいわき市への避難
者は約2万人強といわれ，同市の平地域を中心に22

時は最大9mの津波が襲い建物流出と400人を超える
死者・行方不明者の被害（浸水1万1千戸，3万2千人
が被害）（3）を出し，道路の不通，大規模断水，ガソ
リン・食料・物資不足などにより200か所の避難所
に約2万人が避難をした。農林水産業やものづくり
関連企業への被害も大きく，工場を閉鎖したところ
もある。同市の60kmにわたる海岸線は，防波堤工事・
かさ上げ工事・高台移転工事等が行われており，震
災復興住宅が逐次完成している状況である（写真1
～5参照）。

（2）原発被災自治体（行政機関）の受け入れ
福島第1原発の避難地域となっている双葉郡の町

民や行政機能がいわき市内に移転をした。原発事故
後6年が経過し双葉郡の各自治体の役場機能は順次
元に戻っているが，今も双葉町（平成25（2013）年
6月に埼玉県加須市から移転）（注1）・富岡町・大熊町・

写真1　震災前から変わらない塩屋埼灯台下の
 市内観光案内図

写真2　津波による死者数が最も多く震災前は
 住宅街であった薄磯地区（塩屋埼灯台から撮影）

写真3　薄磯地区の整備工事の状況

写真4　津波被災者等の復興住宅

写真5　高層復興住宅（旧雇用促進住宅）
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が相次いだと聞いている。製造業のほか農林水産業
への放射能汚染の風評被害なども続いており，その
影響は甚大である。震災後6年が経過するが，いわ
き地域の求人倍率は平成27（2015）年12月に1.84倍

（福島県全体では1.50倍，全国平均は1.27倍），平成
28（2016）年10月に1.71倍（福島県全体では1.42倍，
全国平均は1.40倍）と現在でも非常に高い。原発被

か所の仮設住宅が設置された。除染が完了したこと
などに伴い，帰還困難区域が徐々に解除され行政機
能を元に戻しているにもかかわらず，住民の帰還率
は高まっておらず，いわき市内の仮設住宅と元の居
住地を往復している，あるいは，2世帯に分離する
ような世帯もあり，仮設住宅はほぼ6年前と変わっ
ていない（写真6～8参照）。

平成27（2015）年に実施された国勢調査の速報値（4）

によるといわき市の人口は，平成7（1995）年の36
万人を境に減少し平成22（2010）年は34万2千人で
あったが平成27（2015）年は34万9千人で7千人増加
している。全国的には人口が減少し，福島県全体で
も191万人で5年前より11万5千人が減少しているに
も関わらず，いわき市の人口は増加している。

国勢調査結果では，避難指示が出された12市町村
の人口は，前回（2010）は205,900人，今回（2015）
は118,091人で約9万人減少し浪江町，富岡町，大熊
町，双葉町の人口は0（ゼロ）となった（注2）。いわき
市の人口は今回7千人増加したが，前回（2010）は1
万2千人減少しており，原発被災地からの転入者が2
万人程度増加したことによって結果的に7千人増加
したものと考えられる。5年後の人口予測は難しい
が広域的に人口減少傾向は間違いないものの，いわ
き市の都市中心部に集中する傾向は続くと考えられ
る。

ちなみに，東北6県の人口の多い都市順は，①仙
台市（108.2万），②いわき市（34.9万），③郡山市（33.9
万），④盛岡市（29.7万），⑤福島市（29.4万）の順
であり，同市の人口は東北6県の都市では仙台に次
ぐ人口を有する都市である。

原発避難地域から同市内に移転し，企業活動を開
始している事業所もあるので，関係商工会などを通
じて情報の収集と提供に努めていく必要がある。

3．産業界の復興状況と人づくりの課題

（1）概要
震災時は，津波・地震・原発事故に伴い，製造業

関連企業も，工場の浸水・地盤沈下などのほか，新
規採用者がいわき地域への配属に伴う採用辞退など

写真6　原発事故避難者の仮設住宅（その1）

写真7　原発事故避難者の仮設住宅（その2）

写真8　帰還困難地域（富岡町）の復興を願い
 同地区の桜の名所をイメージした
 JRいわき駅前のイルミネーション
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業研究会」のほか，「いわきバッテリーバレー構想
具現化検討研究会」「再生可能エネルギー・スマー
ト化研究会」などで検討を進めている（7）。

一方，ものづくり人材育成の環境は，「いわき明
星大学（科学技術学部は廃止し，看護学部を新設）」

「東日本国際大学」があるが理工系学部はなく，工
学系では福島高専と工業高校が若年者の人材育成機
関である。ただ高校卒業生の過半数は関東地域に進
学・就職先として流出しており，地元企業の人材確
保が課題となっている。教育訓練施設としては，県
立テクノアカデミー浜（南相馬市原町区），認定訓
練施設いわき職業訓練協会「いわき市共同職業訓練
センター」（いわき市），いわきコンピュータ・カレッ
ジ（いわき市）が設置されている。このほか，パソ
コン・介護・医療事務関連の民間教育機関はあるも
のの決して多くはなく，このような地域の教育環境
をみれば，ものづくり現場の技術者・技能者の育成
を担うセンターに課せられる役割は高くならざるを
得ない。

4．センターの取組の現状・事例

東日本大震災により被害を受けた本館棟及び実習
棟は取り壊され，本館棟は旧グラウンドに新たに整
備されたが施設は相当縮小された（写真10，11参照）。

昭和35（1960）年設立当初は，板金科・配管科・
左官科・活版印刷科・塗装科の5科で常磐炭鉱の離
職者訓練を開始し，その後，機械科・電工科・建築

災地域の除染作業や福島第1原発（1F）の廃炉関連
事業者の拠点，復興住宅や原発避難者のいわき地域
への新たな住宅新築需要などが主要因といわれてい
るが，復興需要はピークを過ぎたと考えている企業
が多い。

企業動向（5）は，経営状態が「良い」「悪い」両者
が増加し，業種別では宿泊業・飲食サービス業は悪
化，製造業は「良い」「悪い」の両者が増加。経営
状態が「良い」「変わらない」と回答した企業では「復
旧・復興関連需要の継続」「受注量・売上増加」「企
業努力」と回答。「悪い」と回答した企業が増加し
ている建設業は「受注量，売上の減少」「人手不足」
の要因，医療福祉は「介護報酬の改定」「人手不足」
の要因をあげている。今後の見通しが「良くなる」
と回答した企業は「受注量・売上増加」「企業努力」「新
規事業立ち上げ」，「悪くなる」と回答した企業は「復
旧・復興関連事業の減少・終了」をあげている。

また，16%の企業が「原子力損害補償」を受けて
おり，60%の企業が原発事故の影響（売上の停滞・
減少，人手不足，人件費の増加）が経営に影響を及
ぼしていると答えている。特に人手不足と答えてい
る業種は「情報通信業」「医療福祉」「建設業」である。

（2）産業振興・再生と人づくり環境
国（復興局）・県・関係市町村は，「イノベーショ

ン・コースト構想研究会」を設置し，福島県浜通り
地域の新たな産業基盤の構築や広域的視点でのまち
づくりを目指している。構想の主要プロジェクトと
しては，①国際廃炉研究開発拠点　②ロボット開発・
実証実験（楢葉町にモックアップ試験施設が完成）　
③国際産学連携拠点　④新たな産業集積　⑤インフ
ラ整備を掲げている（6）。

また，小名浜港（注3） を石炭等のエネルギー調達港
湾拠点港として整備（写真9参照），浮体式洋上風力
発電の実証実験，火力発電所の新増設（勿来・広野
火力発電所の石炭ガス化複合発電（IGCC）設備の
増設など）も進められている。

いわき市は復興に向けたイノベーティブな「ゲー
トウェイ」を担うとして，「廃炉研究会」「いわきロ
ボット研究会」「いわき地域風力発電ものづくり産

写真9　小名浜港の港湾整備（石炭荷揚げのため
 の人口島と3号ふ頭を結ぶ橋梁工事）
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績はセンターが地域の産業構造の変遷とともに人づ
くりに取り組んできた足跡である。

（1）行政機関等との連携
離職者訓練は，福島労働局平公共職業安定所との

緊密な連携をはじめ，県立テクノアカデミー浜，い
わき若者サポートステーション，ふくしま生活・就
職応援センターなどとも情報交換を行いながら実施
している。

いわき市が主催する各種事業（いわき市就職ガイ
ダンス，いわき市高校生就職支援事業など）に積極
的に協力し，高校生などの若年者への就職支援，及
び企業交流会の場面などでも連携し，相談援助や情
報提供に取り組んでいる（写真12～14参照）。

いわき市のほか，同市内に事務所等を置く双葉郡
の町役場などの自治体をはじめ，茨城県北部沿岸地
域の関係機関などにもセンター事業の継続的な情報
提供に取り組んでいる。

（2）産業団体等との連携
いわき商工会議所，いわき地区の各商工会，双

葉郡の商工会，北茨城地域の商工会をはじめ，各事
業主団体，工業団地などに対して情報提供に努めて
いる。その結果，オーダーメイド型在職者訓練の実
施に結びついた事例や継続的利用企業などもあるの
で，以下に事例を紹介する。
【事例1】公益社団法人いわき産学官ネットワーク

協会が主催する「いわきものづくり塾」に高度ポリ
テクセンターに企画段階から加わっていただき，機

大工科が設置され昭和43（1968）年には8科となった。
昭和63（1988）年には，金属加工科（夜間訓練も含む）・
建築サービス科・印刷サービス科・建設設備科・建
築技術科・電気設備科のほか在職者訓練の拡充や委
託訓練（造園科，OA事務科）を開始。平成10（1998）
年には，住宅サービス科・金属加工科・テクニカル
オペレーション科・電気設備科・住宅サービス科・
ビジネスワーク科の5科で定員300名となった。

現在，離職者訓練は平成23（2011）年から開始
した震災復興訓練「建築CAD・リフォーム計画科」
のほか，金属加工科，CAD・機械加工技術科（テ
クニカルオペレーション科），電気設備技術科，電
気設備技術科（短期デュアルコース）の5科年間定
員180名で実施している。在職者訓練についてはレ
ディメイド型・オーダーメイド型併せて200名を超
える受講者が利用している。

この56年間で離職者訓練の修了者数は14,707人，
在職者訓練の修了者数は10,578人（8）となり，この実

写真10　地震により使用不能となった本館及び
 実習場が取り壊され市に返還される敷地

写真12　高校生就職支援事業（溶接体験）

写真11　旧グラウンドに新たにコンパクトに
 設置された本館棟の外観
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介されている（写真16参照）。
【事例3】いわき地区電気工事協同組合の会員企業

は，電気設備技術科短期デュアルコースの企業実習
先として協力をいただき，就職先ともなっている。
【事例4】いわき市内には15の工業団地があり，首

都圏等から約400社が進出しているといわれている。
離職者訓練修了生の就職先をはじめ，在職者訓練受
講企業も多い。例えば，好間工業団地連合会（75社）
では事務局を通じて毎月在職者訓練情報を提供して
おり，TIG溶接実践技術の追加実施をはじめ徐々に
利用企業が増加している。

進出企業は地元との関係が希薄（進出時は社員も
県外者であった・工場長は3年程度で変わってしま
う・総務機能はいわき工場に無いなどの理由）であ
るため，地域との関わりを高めていかなければ，地
元の若者が採用に応募してくれないなどの課題を聞
いているので，継続的に情報提供と課題の把握，地

材貸与・講師派遣により実施に至った3コースを含
む次の6コースをセンターで開催した（写真15参照）。
①製品設計のための3D－CAD（設計ツールによる

モデリング技術）
②CAEを活用した構造解析（線形解析のポイント）
③NC旋盤加工技術（効率的なプログラム作成編）
④NC旋盤加工技術（工程設計・加工段取り編）
⑤生産現場の機械保全技術
⑥プリント基板設計技術

今後も，いわき市・同協会・高度ポリテクセンター
とも連携し，技術革新に対応する人材育成コースの
提供を継続していきたい。
【事例2】いわき金属工業協同組合は日本溶接協会

が実施する溶接技能者評価試験の会場として定期的
に活用しているほか，会員企業の在職者訓練の活用
や離職者訓練修了生の就職先にもなっている。同組
合の機関紙には逐次在職者訓練コースが継続的に紹

写真13　高校生ものづくり競技大会（旋盤競技）
 練習風景。講師は日産自動車㈱
 いわき工場のものづくりマイスター

写真15　いわきものづくり塾（ＮＣ旋盤加工技術）
 実施風景（左端が担当の原）

写真14　いわき市就職ガイダンス風景
 （右が山田アドバイザー）

写真16　日本溶接協会主催の溶接技能評価試験
 の実施風景
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術　⑤プレス加工の理論と実際
社内での人材育成のしくみを再構築し5年が経過

し，研修に「社員自ら研修に手を挙げる」「これを
受講したい」「資格を取りたい」などの雰囲気も出
てきたと聞いている（写真18参照）。
【事例2】B社（モータ製造販売）
B社は地元のモータ製造企業である。B社の納品

先企業X社は職種ごとに社内検定を実施していて，
B社がX社の社内検定資格者を有することは企業と
しての優位性・品質保持の強みになることから，溶
接検定に応募した社員へ溶接技術を教育して欲しい
という要望があったが，社外では無理であるので社
内に講師を派遣して実施してほしいというもので
あった。5日間をかけて半自動アーク溶接技術コー
スを実施した（写真19参照）。

また，若手OJT指導者育成等のために，NC旋盤
加工技術やマシニングセンタ加工技術コースなども
利用している。

域連携のサポートにも関わっていく。
【事例5】いわき市環境整備事業協同組合は大規

模浄化槽の保守管理を業務としているが，浄化槽制
御盤の故障診断などの保守点検技術の向上が課題と
なっていた。このため，高度ポリテクセンターの協
力のもと現場視察による課題の確認から開始し，約
6か月をかけて準備を行い，オーダーメイド型コー
スとして取り組んだ（写真17参照）。

（３）個別企業のオーダーメイド型訓練の取組
社員に対するオーダーメイド型訓練を希望する企

業は徐々に増えているが，以下に2例を紹介する。
【事例1】A社（システムキッチン等の製造販売）
A社は約2千人の製造現場従業員を擁しシステム

キッチンを主に製造する地元の大手企業であるが，
震災によって浸水被害や地盤沈下などによって大き
な被害を受けた。力を入れているのは，ジャストイ
ンタイム方式による製造である。創業者の教育にか
ける熱意とクラフトマンワークが今も受け継がれて
いる。熟練技能の継承やモチベーションを高める技
能検定等の取得意欲の喚起に取り組んでおり，社内
で困難な講座は，毎年度センターを利用して教育を
行っている。これまでの実施コースは以下のとおり
である。
①NCタレットパンチプレスのプログラミングと加
工技術　②曲げ加工実践技術　③機械加工を考慮し
た機械設計技術（2次元CAD）　④TIG溶接実践技

写真17　いわき市環境整備事業協同組合主催
 「浄化槽制御盤の保守及び故障診断技術
 習得講座」実施風景（中央が担当の高度
 ポリテクセンターの石田）

写真19　B社工場内での実施風景
 （右端が溶接実演をする担当の木嶋）

写真18　A社の2次元CAD講座実施風景
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応じた，在職者訓練と離職者訓練のバランスのとれ
た機動的展開である。このためにはコンパクトで
あっても機能的には両事業を並行して実施できる最
低限の施設設備環境が必要である。

（3）大規模施設のサテライトセンターとして
センターは，関東の経済圏に立地している。こ

こ数年の高速道路網整備により関東地域とは時間的
に相当短縮され，鉄道よりも高速バス利用者が増
加している要因である。例えば，関東能開大とは
約150Km。圏央道（首都圏中央連絡自動車道）が
整備され高度ポリテクセンターとも成田経由で230
ｋmで結ばれた。限られた人的・設備的な範疇を超
えて，福島県沿岸地域から茨城県北部地域をエリア
とする人材育成ニーズを発掘し応えていくために
は，福島県内施設との連携はもとより，関東能開大
や高度ポリテクセンターなど大規模施設のサテライ
トセンターとして，この地域のものづくり人材育成
ニーズに応えていきたいと考えている。

（4）ものづくり人材育成の団体・企業のパートナー
として，地域のペースメーカー（調整役）として

地域産業界との連携のためにパブリシティ（情報
提供）の強化と併せて，人材育成ニーズの発掘を一
層強化しなければならない。関係行政機関の施策と
の連携を図り，関係事業主団体や個別企業の人材確
保や技術革新に対応する技術・技能の底上げのため
の頼られるパートナーとして信頼性を高めていかな
ければならない。また，関係機関の強みを生かすた
め実務的な地域の調整役（ペースメーカー）を担っ
ていかなければならない。

6．むすびに

「平成28年度高齢社会白書」によると，日本の人
口は2060年に8,600万人となり，平均すると年間約
90万人が減少していくと推定している。2060年はこ
れから40年後，センターが設置されて100年後にな
る。

一方，ＩｏＴやＡＩなどの技術革新の進展は，産

5．まとめ

全国の地方都市の中でも有数の人口と工業地帯を
背景とした恵まれた環境と同時に，震災や原発事故
収束の真っただ中に立地するセンターは，設置され
まもなく60年近くになりハード面は老朽化施設であ
るが，国や地域の産業振興施策と相まって，ものづ
くり人材の確保・能力の底上げなどの人材育成に応
えられる人材育成環境を一層整備し，持続可能性（注4）

にチャレンジするセンターとして地域産業等からの
社会的要請条件は整っていると考えられる。

こうした視点にたって，地域のものづくり人材育
成をリードし，地域産業の発展に寄与していくため
にどのように応えていけばよいか，小規模センター
が，その役割を実践する実験の場（モデル）となる
と考える理由は以下のとおりである。

（1）地方都市に立地するセンターのモデルとして
急速に人口減少が進む中で，震災や原発事故とい

う突発的災害に起因し，結果として福島県沿岸地域
の人口が集中するコンパクトシティの先駆けともい
える地域に立地することになった。一方，人的・施
設設備的に小規模なセンターが離職者訓練と在職者
訓練とを機動的に実践し，ものづくり人材の育成を
通じて地域に影響力を高めていくための試行錯誤の
意味は大きいと考える。

（2）先導的訓練の実施のために
第1に，ポリテクセンターの役割は，規模に関わ

らず，地域を先導する職業能力開発の実施・提供に
あることに変わりはない。当事者である当センター
職員の努力は無論であるが，限られた人員・設備に
頼ったコースだけでは事業の縮小均衡を助長するだ
けであり，地域の産業界・行政機関等が望んでいる
ことではない。技術革新や社会的要請に対応した離
職者訓練や在職者訓練の先導的役割を担うために
は，全国組織としての機動性を活用する以外に方法
はない。

第2に，地域の雇用失業情勢や人材育成ニーズに
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いる該当町民にはそれぞれ自治体が発行する広報誌や町の
ホームページで町民に周知をされるといったこと。

（注3）小名浜港はいわき地域周辺に石炭火力発電所が多数立地（常
磐共同火力発電所，広野火力発電所など）していることか
ら石炭等のエネルギー調達港湾拠点港として平成23年に「国
際バルク戦略港湾」として選定され大型船舶が入港できる
よう3号ふ頭沖合に人工島とトラック輸送のための橋梁工事
等が行なわれている。

（注4）ユネスコや文部科学省は，持続可能な地球社会の構築に向
け諸科学の総動員する知の統合を「サステイナビリティ・
サイエンス」と表現している。技術革新に対応し地域産業
界のものづくり現場の人材育成の実施機関として，広い意
味で地域の持続可能性（sustainability）に関わる意味は大
きいと考えて使用した。

業や雇用に相当な変革を秘めている。センターが
2060年までの40年間，地域産業の持続可能性（注4）の
ためにものづくり人材の育成機関としてどのような
役割やポジションを求められ，応えられるか，その
基盤をつくる時期ともいえるが，今は新しい取り組
みを試行錯誤しながら，堅実にかつ着実に，常に産
業界の関係者や受講者等と向き合い，高品質の人材
育成メニューを企画・実施し，評価を得ることが重
要である。

結びにあたり，改めて，震災以降ご支援ご協力を
いただいた関係施設や関係者の方々に感謝を申し上
げるとともに，今後ともこの地域の持続可能性（注4）の
ために引き続きご支援ご協力をお願いし，本レポー
トのまとめとする。
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RILAS JOURNAL No.2 2014年10月）（いずれも川副早央理
氏（いわき明星大学）のレポート）

（3） 「東日本大震災から1年　いわき市の記録」（平成24年3月11
日いわき市発行）

（4）「平成27年国勢調査報告（いわき市人口概要）」（平成28年3月
いわき市発行）

（5）「産業及び雇用動向調査結果（平成27年10月1日調査）」（平成
28年2月いわき市雇用対策会議発行）「いわき市における震
災復興状況について－東日本大震災から5年を迎えて－」（い
わき商工会議所会報No589（2016年5月），No590（2016年6月））

（6） 「福島の復興に向けた取組」（平成27年7月復興庁），「福島12
市町村の将来像に関する有識者検討会提言」（平成27年福島
12市町村の将来像に関する有識者検討会）

（7） 国際研究産業都市の創造に向けて～浜通り地域の復興に向
けた視点等～（平成26年5月いわき市）

（8） 平成28年11月現在の数値

＜補足＞
（注1）「双葉町商工会いわき事務所」は，埼玉県加須市に避難し

た際は，ポリテクセンター埼玉の再就職の支援に感謝をし
ていると述べていた。

（注2）原発避難地域の人口ゼロという意味は，同地域には居住者
がいないという意味であり，行政はそのまま継続している。
例を挙げると該当地区の首長選挙をすると，いわき市内で
該当地区の選挙カーが活動する。また，いわき市に住んで
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要な職業能力を明確にし，その能力を段階的かつ体
系的に整理したものである。さらに，能力開発の目
標を明確にし，その目標に応じた職業訓練を段階的
かつ体系的に整理したものが「職業訓練の体系」で
ある。これら両体系からなるものを「職業能力開発
体系」と称している。その基本理念は職業能力開発
促進法（第3条）に依っており，「職業能力開発の促
進は，労働者の職業生活の全期間を通じて段階的に
かつ体系的に行われること（生涯職業能力開発体
系）」としている。

なお，職業能力開発体系の各名称は，2014年から
用いられているものであり，それ以前は図2のよう
になっていた。ただし，名称変更だけで各内容は変
わっていない。名称変更の理由は，利用者及び関係
者への浸透性を高める観点から，さらには，職業能力
開発と生涯学習の混同を避ける観点からである（1）。

1．はじめに

職業能力の体系（以下「体系」という。）は1999
年から整備が始まり，これまで（平成28年度末）に
業種別で97業種，汎用データで1分野10部門に至っ
ている。以下，これらのデータの総称を「体系デー
タ」という。

体系データは，産業構造の変化や技術革新に伴う
雇用形態の多様化など，目まぐるしく変化する業務
内容を系統的に整理したものであり，人材育成の基
盤となっている。こうしたことから，高齢・障害・
求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）では，
機構が行う職業訓練や事業主支援において体系デー
タを積極的に活用するように努めている。しかしな
がら，機構の各施設では多様な業務に追われる中で，
体系データの活用方法に苦慮していることが窺われ
る（後述の「4（2）ウ　活用体制の主要因」参照）。
その要因として，体系データの作成に主力が置かれ，
体系の目的と活用方法の検証が不十分であることが
考えられる。そこで，本稿においては，体系の目的
を職業能力開発施策との関わりで検証し，さらに体
系データの見直し作業から今後の活用に向けた課題
を整理することとする。

2．職業能力開発施策と体系の目的

体系（職業能力の体系）は図1に示すように，必

千葉職業能力開発促進センター高度訓練センター　工藤　晋司
埼玉職業能力開発促進センター　藤浪　栄一

職業能力開発総合大学校基盤整備センター　平川　政利

「職業能力の体系」の活用に向けた課題
〜体系データの見直し作業を通して〜

図1　「職業能力開発体系」

図2　名称の変更

＊

＊＊

　＊2017年3月31日まで所属
＊＊現　新潟職業能力開発短期大学校
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労働者，ニート等）も視野に入れた広い範囲になっ
てきた。このように企業に属さない外部労働者の比
重が高まるにつれ，訓練内容は個々の企業ニーズの
対応に止まらず，広く通用性のある技能習得が求め
られるようになってきた。

（２）体系データの整備の経緯
体系データとは，各業種の内容を職務分析によっ

て系統的に整理したものであり，その構造について
は図3を参照されたい。体系データの整備は1999年
から始まったが，本稿では２つの時期に分けて，そ
れらの活用目的と背景を整理していく。

ア　体系データの作成（1999年から2011年）
当初は（1999年～2001年），雇用・能力開発機構（現

高齢・障害・求職者雇用支援機構）の施設が地元団
体や企業の協力を得て，体系データを作成していた。
その後（2002～2011年）は，厚生労働省・経済団体・
業界中央団体・企業などの協力を得て，体系データ
を作成し，部内資料及び調査研究資料として取りま
とめられた。この時期における体系データの活用目
的を部内資料（4），調査研究資料（5）から抜粋すると以
下のとおりである。
○業界のモデルデータを作成し，このモデルデータ

を基に，地方業界団体や個別企業による独自体系
の作成や職業能力開発を支援しようとするもので
ある。

○この体系を基に，独自の職業能力体系を作成し，
研修の体系を整備し人材育成環境の整備をする。

　また，機構の実施する各職業訓練コースの設定・
評価・見直しという一連のPDCAサイクルを軸と
した職業訓練の質の保障や職業訓練全体の水準の
維持・向上のための標準データを作成する。
イ　体系データの見直し（2012年～2016年）
2012年からは，機構が業界中央団体や企業などの

協力を得て，既存データ（93業種）の見直しを中心
に行い，一部新規開発（4業種）を行った。この時
の見直し業種の選定基準は，公共職業能力開発施設
が事業主等へ支援する際に活用が高く見込まれる業
種，新規成長が見込まれる業種，一定年数（5年以上）
が経過している業種であった。また，見直しの目的

本稿における記述は，各年における名称を用いる
ことを基本とする。また，「職業能力の体系」と「職
業能力体系（仕事の体系）」は，本稿の主テーマで
あり随所に出てくることから，両者とも「体系」と
略すこととする。

（1）職業能力開発施策の動向
職業能力開発施策の動向（2）（3）を生涯職業能力開発

体系との関わりで整理すると以下のようになる。
生涯に渡った職業訓練の理念として「段階的かつ

体系的」な訓練の考え方は，1969年の職業訓練法の
改正で打ち出された。すなわち，労働者が職業生活
の全期間を通じて必要な段階で適切な職業訓練を受
けられるように，新規学卒者の養成訓練を基本とし，
在職者の向上訓練によってさらに技能を高め，離職
者の再訓練によって技能を補完するというもので
あった。

1980年代に入ると企業主導の職業能力開発が中心
となり，終身雇用を前提とした企業内の特殊的技能
を習得する生涯職業能力開発体系が形づくられた。
企業における生涯職業能力開発体系は，内部労働者
のOJTを基底とし，企業外のOff-JTや教育訓練がそ
れを補完することで体系化を図ることとした。

2000年代に入ると，景気の停滞からリストラ，新
卒採用控え（就職氷河期），非正規雇用の増大が社
会問題となり，これへの対応として企業主導から個
人主導の生涯職業能力開発体系が形成された。2001 
年の職業能力開発促進法改正では，個人主体の「キャ
リア形成支援」を制度化し，個人の適性や経験等
に即した職業選択や能力開発を支援する相談体制

（キャリアコンサルティング），及び企業内における
労働者のキャリア形成支援を設けた。2011年の第九
次職業能力開発基本計画では，個人の主体的な能力
開発の支援及び企業による労働者の能力開発の支援
を目的とした「職業生涯を通じたキャリア形成支援
の一層の推進」を図ることとしている。

以上ように生涯職業能力開発体系に係る施策は，
企業主導から個人主導に移ってきており，それに
伴って職業訓練の対象者は，内部労働者（主に終身
雇用制による正規労働者）から外部労働者（非正規
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第二は，体系データの作成，見直しに係る各資料
に記載された活用目的についてである。各資料（部
内資料，調査研究資料，資料シリーズ）の記載内容
の要点をまとめると，それらは「事業主支援と公共
職業能力開発の訓練内容の充実」となる。事業主支
援は在職労働者（内部労働者）のOJTを推進するこ
とであり，公共職業能力開発は企業外のOff-JTに
よって企業内のOJTを補完することである。これら
によって，在職労働者のキャリア形成を支援するに
当たり，企業独自の仕事を分析して必要な職業能力
を明確にする必要がある。この分析を一から行うの
は大変なので，体系データを参考にして独自データ
へ作り変えていく。このように体系データの活用は，
企業の独自データを作成するめのモデルであったと
いえる。そのために，体系データを「モデルデータ」
と称したと思われる。

以上，体系データの整備と職業能力開発施策との
関わり，及び体系データの作成，見直しに係る各資
料のまとめから，その活用目的を整理する。体系デー
タの整備における活用目的は，職業能力開発施策の
動向を反映した個人主体の支援よりは，以前の施策
である企業主体の支援に重点があり，それを基に企
業の独自データに作り変えるための「モデルデータ」
となる。

3．体系データ見直しの考え方

体系データの整備において，筆者らは体系データ
の見直し作業に関わった（2012年～2013年）。その
時の考え方について以下にまとめる。

体系の活用目的の検討から，体系データの位置付
けは独自データに作り変えるためのモデルデータで
あることを確認した。体系データがモデルデータと
して機能するには，正確性のみならずわかりやすさ
が必要である。ところが，既存データを見ると，支
援の対象が中小企業であるにもかかわらずその実態
に合っていなかったり，データの構成に不自然さが
見受けられたりした。そこで，体系データの見直し
に際しては，データ構造を図3のように整理して行
うこととした。

を資料シリーズ（6）から抜粋すると以下のとおりであ
る。
○「職業能力の体系」の見直しを図ることにより，

中小企業等における職業能力開発の推進及び公共
職業能力開発施設における訓練内容を具現する。

（３）体系の活用目的の検討
体系は前述のように，必要な職業能力を段階的か

つ体系的に整理したものである。これを具体的に表
わしたのが体系データであるので，体系データの活
用目的は体系の活用目的と考えることができる。そ
こで，職業能力開発施策の動向と体系データの整備
の経緯を比較しながら，体系の活用目的を検討する。

第一は，体系データの整備と職業能力開発施策
との関わりについてである。体系データの整備が始
まったのが1999年なので，職業能力開発施策におけ
る生涯職業能力開発体系では，企業主導から個人主
導に移った時期である。では，機構における生涯職
業能力開発体系の整備との関わりはどうであったの
だろうか。そこで，機構における「生涯職業能力開
発体系」の検証及び拡充計画（2002年）（7）から，そ
の拡充内容を確認すると以下のとおりである。
・職業能力開発基本計画に基づき，職業能力のミス

マッチを解消して雇用の安定・拡大を図るために
生涯職業能力開発体系の活用を位置づけている。

・具体的には，キャリア形成促進のための支援シス
テム，及び職業能力を適正に評価するための基準，
仕組みの整備などである。

・これを受ける形で業種別の職業能力評価制度の整
備として体系データの整備・拡充があり，その活
用は団体及び傘下企業としている。
こうしたことから，体系データの整備に当たって

は，職業能力開発施策の「個人主体のキャリア形成
支援」を意識して，キャリア形成の促進や職業能力
の適性評価が挙がっている。しかし，その対象は団
体及び傘下企業の労働者（内部労働者）であり，企
業・業界の横断的な観点から職務やスキルの共有化
ということであった。そのために，企業に属してい
ない外部労働者も含めた全国共通の指標を意識した
ものではなかったと考える。
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置していたが，これらは異質な内容である。従っ
て，単位内の要素は同じレベルであることに反して
おり，その結果，「知識」と「技能・技術」の関係
がわからなくなっていた。そこで，以下のような記
述に改めた。
①「技能・技術」の下位に，その技能・技術ができ

るために直接必要な「知識」を位置づけた。
②1から20前後と不均一だった記述数を，重要度の

高い順に「技能・技術」を3個とし，「技能・技術」
に対する「知識」を3個として，総計を12個程度
にした。
それぞれの検討の考えは次のとおりである。
①については，作業を行うためには，まず「何が

できなければならないか」が優先されるとし，次に
「できるためには何を知らなければならないか」と
いう構成が自然であると考えた。

②については，各作業の要素（知識，技能・技術）
を全て抽出するのは膨大な時間を要するので現実的
ではない。そこで，論理的思考の80/20の法則「重
要なポイントは3つ，アウトプットの80%はインプッ
トの20%によってもたらされる」（9）を参考にし，主
要な3つを抽出することとした。

4．課題の検討

体系データの見直し作業を通して今後の課題をま
とめる。課題の抽出とまとめは，次のような手順で
行った。

まず，見直し作業を通して「体系の活用促進」に
必要と思われる要因を，思いつくままにカード化し
た。これらのカード内容を分類して項目別（①体系
の活用目的，②体系の活用方法，③体系の活用体制）
にまとめた。

次に，項目別の要因と体系活用状況（アンケート
調査結果）を比較検討し，要因の内容を確認した。
さらに，要因間の関連を検討し，全体像を特性要因
図にまとめた。

（1）特性要因の抽出
「体系の活用促進」に必要と思われる要因（仮説）

（1）中小企業の実態に沿った見直し
体系データの活用については，中小企業が中心で

あるにもかかわらず，大企業的な構成であった。つ
まり，体系データの組織構成をみると，部門1（部），
部門2（課），職務（係）というように細分化されて
いるが，中小企業では必ずしも部，課に分かれては
おらず，もっとゆるやかな体制で行っているという
声が多く聞かれた。そこで，見直し作業に当たって
は，部門1と部門2を部門に統合することとした。

（２）データの不自然さに対する見直し
データの不自然さは，特に最少データの「作業に

必要な知識，技能・技術」の記述内容に見受けられ
た。まずは，データ数についてである。作業に必要
な「知識」または「技能・技術」の記述数が，少な
いものは1個，多いものは20個程度と極端にばらつ
いていた。このばらつきは，分析者の得意分野は細
かく，そうでない分野は粗くなった結果と思われる。

次は，「作業に必要な知識，技能・技術」におけ
るデータ構造のわかりにくさである。分析結果を単
位に分類して構造化するときの原則は，単位内は同
じレベル（種類，意味）であること，単位間は論理
的に順序づけられていることが必要である（8）。構造
化の原則に照らしてみると，「作業」を構成する要
素として「知識」と「技能・技術」を同レベルに配

図3　データ構造の見直し
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【公共職業能力開発（内部労働者，外部労働者）】
★能開セミナーへの展開（内部労働者）
　（職業の単位から訓練の単位への展開，訓練

レベル設定）
☆システム・ユニット訓練等への展開（外部労

働者）
　（仕事の単位から訓練の単位への展開，訓練

レベル設定）
③体系の活用体制
【施設内の体制整備】
★施設内の協力，連携
　（科体制，転勤に伴う継続性，時間のやりくり）
★人材育成

【広報・普及】
★業界・団体の協力　★人在育成研究会

（２）特性要因図の作成
「体系の活用促進」という特性に対して，それに

影響を及ぼすと思われる要因を洗い出し，それぞれ
の関連を表したのが特性要因図（図4）である。

特性要因図は，大骨として書き出した要因に対し
て，それをさらに分解して個々の小さな要因を位置
付けている。このように系統的に整理した要因の中
から，「体系の活用促進」に大きく影響を与えると
考えられる要因（主要因）について，アンケート結
果と照合しながら絞り込んでいった。図4の丸印を

と既存のアンケート結果（10）（11）の自由記述「不十分
な点，苦労したこと，不安要素」とを比較検討した。
自由記述に注目したのは，選択形式の単純回答より
も，具体的な困り感が反映していると考えたからで
ある。検討の結果，多くの要因がアンケート結果で
確認できた（★印）。また，アンケート結果では確
認できなかったが，課題として必要と思われる要因
はそのまま残した（☆印）。以下に，検討結果から
項目別に整理した要因を列挙する。

①体系の活用目的
【人材育成】
☆活用の段階（仕事の見える化，能力の見える

化，目標の見える化，能力開発の見える化）
☆対象（事業主・内部労働者，外部労働者）
★体系データの位置づけ（モデル，基準）

【他の制度との関係】
☆職業能力評価基準，キャリア段位，ジョブ・

カード制度等
②体系の活用方法
【事業主支援（内部労働者）】
★モデルデータの内容
　（企業規模に不一致，用語の整理）
★独自データへのカスタマイズ
　（職業の単位の設定，仕事のレベル設定）
★企業との関わり方
　（信頼関係，ニーズ把握）

図4　体系の活用に関する特性要因図
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（3）体系活用に向けた課題の検討
体系活用に向けた課題の検討を特性要因図から整

理した。さらに，特性要因図における「体系の活用
促進」に大きな影響を及ぼしている主要因を絞り込
んだ。この主要因を中心に，体系活用に向けた課題
を体系データの見直し作業，及び見直し作業に係る
施設ヒアリングを通して具体化していく。

ア　活用目的の課題
何かを行うに際しては，その目的や方針を明確に

する必要がある。こうした問題意識で体系活用に関
する目的を思い浮かぶままに書きだすと，①企業・
団体等に対する職業能力開発体系の作成，②ジョブ・
カード制度における評価シートの作成，③訓練ニー
ズ把握のための調査，④在職者訓練コースの設定，
⑤離職者訓練におけるシステム・ユニット訓練など，
多くの活用方法が考えらえる。しかし，体系データ
の見直しに係る施設ヒアリングでは，多くの活用に
処するといっても，多様な業務に追われる中であれ
もこれもは無理とのことであった。これは，活用範
囲が広すぎて体系の活用目的が曖昧であることの証
左でもある。そこで，職業能力開発施策の動向と体
系データの整備の経緯から，体系の活用目的を検討
した結果，①と④に絞られることを確認した。

今後の課題は，体系の活用を発展させるに当たり，
その目的や方針をきちんと練り直すことである。直
近の課題としては，②に関するジョブ・カード制度
の改正（2015年）に伴う体系データの位置づけであ
る。具体的には，以下のようになる。

体系データがジョブ・カード作成のための汎用性
のある基準に含まれた（2016年）ことから，今まで
の「モデル」に「基準」という機能が加わった。モ
デルはそれを基に作り直すこと，基準は共通の指標
としてそのまま用いることであり，両者の活用目的
は異なっている。にもかかわらず，体系データを汎
用性のある基準にそのまま流用している。また，汎
用性のある基準は，職業能力評価基準，モデル評価
シート，技能検定などいろいろあるが，これらの内
容や表現との統一性はない。ジョブ・カードの目的
は，労働者が再就職や転職をする場合に，自らの職
業能力を証明することである。この目的に沿うため

つけているものが主要因である。以下，主要因（ア
ンダーラインを引いたもの）についての検討結果を
示す。

ア　活用目的の主要因
「体系の活用目的の検討」で示したように，誰に

対して（対象）何を（体系データの位置づけ）どの
ように（活用段階）するかが重要である。この検討
結果から，体系の活用目的は「事業主・内部労働者」
に対して，「モデルデータ」を「仕事の見える化」
に活用することが確認できた。

イ　活用方法の主要因
活用目的の主要因から事業主・内部労働者の支援

に重点があることから，活用方法も事業主支援と公
共職業能力開発の在職者訓練（能開セミナー）に重
点が置かれる。その中で，特に苦労していることや
不安要素をアンケート結果と照合すると，最も多い
のが「モデルデータ」から「目的とするデータ」へ
のカスタマイズの方法である。事業主支援では，企
業独自の職業の単位への設定，及び仕事のレベル設
定である。公共職業能力開発では，能開セミナーに
おける訓練単位への展開，及び訓練レベルの設定で
ある。

次に考えられる主要因は，企業との関わり方にお
ける信頼関係の築き方である。企業との関わりは，
マニュアルに沿った型通りの対応に止まらずに，い
かに信頼関係を得るかが要点と考えるからである。

ウ　活用体制の主要因
同じく各施設で苦労していることや不安要素をア

ンケート結果と照合してみると，真っ先に浮かぶの
が施設内における協力・連携である。各施設の職業
訓練指導員は，本来の訓練指導業務の他にも多種多
様な業務に追われ，時間的なやりくりに奔走してい
る様が窺われる。こうした中で，施設全体や科内の
協力・連携体制をとることによって，いかに体系活
用に充てる時間を見出すかである。

また，体系活用にはかなりの専門性が必要である。
それは，図4に示した様々な要因をクリアできなけ
ればならないからである。そのために，これを主業
務とできる人材育成も大きな課題である。
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ルに置き換えることを考えた。しかし，日本におけ
る雇用の特徴（12）として，同じ仕事に異なる職位の
者が従事していることがレベル設定に際して悩む点
である。そこで，複数の職位レベルの中から，主な
従事者をどのように特定するかが課題として残って
いる。

②公共職業能力開発における在職者訓練のカリ
キュラムへの展開

モデルデータから在職者訓練のカリキュラムへ展
開するには，職業の単位から訓練の単位へという次
元の異なるカスタマイズが必要である。つまり，モ
デルデータの「職務－仕事－作業」という構成とは
異なる「実技」「学科」という構成に変換しなけれ
ばならない。また，在職者訓練は公共職業能力開発
であるから，その地域の企業横断的な要素を配慮す
る必要がある。そのために，事業主支援における独
自化に対して，在職者訓練のカリキュラムへの展開
は多くの企業に通用する一般化が重要になってく
る。

以上のように，訓練カリキュラムへの展開は，事
業主支援の独自データ化とは全く異なる活用方法で
あることを認識し，モデルデータから実技，及び学
科への展開方法の検討が急務である。特に，学科へ
の展開には注意を要する。モデルデータの中で学科
に関係するのは「知識」であるが，この記載は直接
必要な要素に限っている。そのために，断片的な内
容であり，体系的な要素が失われている可能性があ
る。訓練カリキュラムの学科は，体系的な知識のま
とまりであり，企業のOJTを補完する意味でも重要
である。このような課題を踏まえて，モデルデータ
から実技，学科への展開方法を検討し，マニュアル
化することが必要である。（事業主支援のマニュア
ルは，「職業能力開発プロデュースガイド」（13）とし
て整備されている。）

ウ　活用体制の課題
活用体制の主要因の検討から，多様な業務に追

われる中で施設内における協力・連携と人材育成が
重要であった。そこで，指導員業務の多様性と人材
育成という視点から課題を検討していく。検討に当
たっては，体系データの見直し作業における施設ヒ

の基準は，全国共通の指標であるべきであり，他の
基準との整合性の検討も必要である。こうしたこと
を踏まえて，体系データがモデルではなく基準とし
て機能するための検討が必要である。

イ　活用方法の課題
活用方法の主要因の検討から，モデルデータか

ら目的のデータへ作り変える（カスタマイズ）方法
が最も重要な課題であった。目的のデータとは，事
業主支援では企業の独自データであり，公共職業能
力開発では在職者訓練のカリキュラムである。独自
データは企業における職業の単位であり，在職者
訓練は公共職業能力開発における訓練の単位であ
る。このように両者には大きな違いがあることから，
別々に検討することとする。

①事業主支援における独自データへの展開
まず，職業の単位の設定について検討する。モデ

ルデータを基に独自データに作り変えるときの課題
は，「職務－仕事－作業」の単位が定まらないこと
である。体系データの見直し作業においても同様の
問題に直面した。この時の状況から単位が定まらな
い原因を探ってみると，それぞれの判断基準が曖昧
であることが挙げられる。つまり，判断基準に照ら
してもどれにも当てはまるように思われ，迷いを生
じて定まらない。特に「仕事（分業・分担のできる
まとまり）」と「作業（一連の動作のまとまり）」の
間で迷うことが多い。そこで，単位に分割する切り
口を具体的に示すことが望まれる。切り口の例とし
て「対象」「方法」「工程」「内容」などが考えられる。

次は，職業の単位である「仕事」のレベル設定に
ついてである。仕事のレベルは，技能・技術の難易
度，及び責任の範囲という二つの視点から，仕事の
程度を区分したものである。この難易度と責任の範
囲は感覚的であること，さらに二つの視点の判断を
どのように統合するかがわかりづらい。これが，仕
事のレベル設定を難しくしていると考える。体系
データの見直し作業では，二つの要素を包含し，且
つ序列のはっきりしている職位（新人：担当職，中
堅：主任･係長，ベテラン：職長，管理職：部･課長）
を判断尺度とした。具体的には，その仕事に従事し
ている者の職位を考え，職位のレベルを仕事のレベ
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りである。
第一の活用目的については，その目的や方針を明

確にすることが必要である。第二の活用方法につい
ては，モデルデータから目的のデータへ作り変える
方法が最も重要な課題である。第三の活用体制とし
ては，施設内における協力・連携と人材育成が重要
な課題である。今後は，体系活用に係る課題の対応
を検討すること，さらに可能性を秘めている新たな
活用（日本版NVQ，障害者や高齢者の職務再設計
など）に対して，その目的や方針を見定めて活用方
法を検討することが望まれる。
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アリング結果を参考にして行う。
まず，指導員業務について確認しておく。現在の

指導員業務は，①訓練生に対する技能・技術指導か
ら②事業主支援まで幅広い内容に及んでいる。こう
した中で，従来の①のスキルを活かしながら②のス
キルに拡大していくにはどうするかが課題となって
いる。

次は，多様な指導員業務の中で，体系活用の実践
力を高めていく人材育成についてである。体系活用
に関する指導員研修が行われているが，研修は短期
間に集中して行うことから，どうしても詰め込み形
式になってしまい，これだけで実践力は身につかな
い。要は研修の結果を実践にどのように活かしてい
くかが大きな課題である。こうした課題に対して体
系の活用を積極的，効果的に推進していくには，施
設におけるモチベーションの発揚が必要である。や
る気を喚起させなければ行動に移らないからであ
る。そのためには体系のメリット，必要性を自ら認
識するような意識改革を進める必要がある。例えば，
いつでも支援できるバックアップ体制をとって安心
感を与え，「やれそうだな」という気にさせる。そ
の上で活用スキルを実践して徐々に自信をつけさせ
る。さらに，数をこなすことで体系の必要性を根拠
のないものをから確信のあるものに変えていく。こ
うした取り組みを進めることによって，指導員研修
の結果が実践に活かされ，専門性の構築に繋がると
考える。

5．おわりに

体系はこれまでにいろいろな活用が提案されてき
たが，「何でもできることは，何にもできないこと
になりかねない」という問題意識から体系の活用目
的を検証した。こうした活用目的を確認した上で，
体系データの見直し作業における考え方を整理し，
体系データの構造を改善した。

さらに，体系データの見直し作業を通して体系活
用に向けた課題を特性要因図に表し，その主要因を
絞り込んでいった。その結果，活用に向けた課題は
3つの項目に集約され，それらの要約は以下のとお
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しようと行動指針的なものが生じてくるのが，いわ
ゆる立命（命を立てる）。
『論語』に「命を知らざれば，以て君子たること

無きなり。」とあるように，「命」は絶対的・必然的
なものであるため，これを天命という。例えば，自
分が男性で昭和何年に何家の長男として生まれた，
これは必然であり絶対的なことである。

人は得てして，自分に不都合なこと，不幸せなこ
とや災難に遭遇すると「これは宿命である」とか，
人生はじめから決まっていたこと，不可抵抗的に考
えたりしがちだが，これまでの自分の考え方や行
動，習慣を変えることにより運はどんどん変化して
いく。これが運命。良い運命となるか，悪い運命と
なるかは，自分の心掛け次第で，どうにでも変えら
れることを学んだ。

いわゆる「因果応報の法則」である。自分がこ
れまで他人に対して良いことをたくさんしてきた場
合，自分にも良い結果がもたらされ，反対に他人を
傷つけたり迷惑をたくさん掛けたりした場合には，
自分に悪い結果が生じる。「善因善果，悪因悪果」
は確固たる自然の法則である。

昔から「情けは人の為ならず。」という諺は，こ
の因果応報と同じことを云っている。現在の若者の
大半が，情け（人助け）はその人のためにならない
から情けは掛けるべきではないと真逆の受け止め方
をしている。自分の運命を良くしたい，良い人生を
送りたいと望むなら，他人（相手）に対して良いこ
とを積極的に，出来れば無意識にやれるようになり
たいものである。親切・正直・愉快に生きよう！

今日の日本では子が親を殺す，親が我が子を虐待
する，貧困に喘いで子供がまともに食事も食べられ
ない，教師や政治家，代議士も汚職や不祥事を頻繁
に起こす，企業では求人票と現実とは労働条件面が
全く異なるブラック企業が多発し，また大手企業に
おいても不正や隠ぺい体質が横行し，経営トップも
責任回避するなど，一体いつからこのような日本人
が発生してきたのかと危惧している。

日本人としてこの世に生を受け，これからの日本
が少しでも良くなることを願いつつ，私なりに所感
を述べたいと思う。

1945年からの戦後，日本は世界の奇跡といわれる
ように僅か20数年で世界に類を見ない復興を遂げ，
1964年に東京オリンピック，1970年に大阪万国博覧
会を開催し，新幹線をはじめとする国内インフラ整
備，高度経済成長を通じて世界に確たる国となった。
しかしながら，冒頭で述べたように国民は貧富の格
差や日本人としての気質や人間性は昭和，平成とな
るに従って益々，悪化，低下しているのではないだ
ろうか？

と云う私も若い頃は随分と親や社会に迷惑を掛け
てきたと後悔しつつ，最近では改心し，少しでも社
会に役立つような人生を送りたい，人生死ぬまで勉
強と思っている。

数年前に読んだ安岡正篤（まさひろ）先生の著書
に「知命・立命・運命・宿命」と命にはいろいろと
あることを知った。自分がこの世に生を受け，この
現実社会の中で一体何をするのか，したいのかを知
ることを知命という。命を知ることで自我の中に自
然と「志」と「信念」が生じる。そして，その志と
信念により，これから自分は，これをやろう，こう

高知職業能力開発促進センター　榎木　　茂

命は我よりなす



平成29年度　職業能力開発論文コンクールのご案内
　本コンクールは，職業能力開発に携わる方等によって執筆された職業能力開発の実践等に係る論文のうち，優秀な
論文を選定しその成果をたたえ，広く関係者等へ周知をすることによって職業能力開発関係者の意識の啓発を図り，
職業能力開発の推進と向上に資することを目的としており，以下のとおり論文を募集します。

応募資格
　現在職業能力開発に携わっている方又は過去に携わった方で応募テーマについて論ずることができる方。
　なお，複数の方々による執筆のものでも応募可能です。

論文作成要領
※  「論文作成要領」及び「投稿者連絡票」の様式は
　　職業能力開発総合大学校　基盤整備センターのホームページからダウンロードできます。
　　http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/17ronbun

応募先及びお問い合わせ先
職業能力開発総合大学校　基盤整備センター　企画調整部職業訓練教材整備室
住所：〒187-0035　東京都小平市小川西町2-32-1 3号館3階　　電話：042-348-5076
電子メールアドレス： ronbun@uitec.ac.jp

※送付上の注意
　○郵送の場合　封筒の表に「コンクール応募論文在中」と朱書してください。
　○電子メールの場合

応募論文が受領され次第，事務局より受領確認を返信しますが，送付後1週間以内に受領確認のメールが返信
されない場合は，お手数ですが上記「お問い合わせ先」までご連絡をお願いします。

主催　：　厚生労働省／（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構／中央職業能力開発協会

応募テーマ
　次のいずれかのテーマについて論ずるものとしてください。各テーマに対して副題を設けテーマを絞って論じても
構いません。ただし，未発表のものに限ります。
①多様で柔軟な職業能力開発の推進

経済社会情勢の急速な変化に対応するため，個々の企業や労働者のニーズを考慮に入れた一律的ではないオーダー
メイド型職業訓練や求職者支援訓練の取組み等，多様で柔軟な職業能力開発について論ずるもの
②高度で専門的な技能の維持・継承

若年層を中心にしたいわゆる技能離れや熟練技能者の高齢化という問題に際して，いかにして高度で専門的な技能
を維持・継承していくかについて論ずるもの
③新たな技能・技術領域の職業能力開発に必要な専門知識・技能・技術及び指導方法に関する調査・研究

技術革新の進展，産業構造の変化等に対応した職業訓練を積極的に実施するために，職業訓練指導員等が必要とす
る専門知識や技能・技術及び指導方法に関する調査・研究について論ずるもの
④障害者に対する職業能力開発

障害者に対する職業能力開発に関しての取組み，各種改善事項の今後の課題等について論ずるもの
⑤キャリア形成支援に関する取組み

職業能力開発施設等における訓練生に対するジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングの実施等，キャ
リア形成支援の実践について論ずるもの
⑥今後の職業能力開発

今後の職業能力開発の在り方について論ずるもの
⑦職業能力開発の実践

上記①～⑥の区分に該当しない職業能力開発の実践について論ずるもの

応募期間
平成29年5月10日（水）〜7月31日（月）
ただし，郵送で応募される場合は，応募期間最終日（7/31）当日の消印のものまで有効とします。
応募方法は，郵送（紙またはCD-R等の記憶媒体）又は電子メール（添付ファイルは10MB以内）のいずれかとします。

表　　彰
　優秀な論文は，次の賞が授与され，職業能力開発関係表彰式（平成29年11月に開催予定）において表彰されます。また，
入賞した論文は論文集として作成し，全国の職業能力開発関係施設に配布する他，基盤整備センターのホームページ
に掲載する等，職業能力開発の啓発活動に広く活用します。
　・厚生労働大臣賞（特選・入選）　　　・特別賞



平成30年
｢技能と技術｣ 誌表紙デザイン募集のご案内

【趣　　旨】
　「技能と技術」誌は，職業能力開発担当者相互の交流と業務の充実発展に資
するため，職業能力開発技術誌として編集し，基盤整備センターホームページ

（http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/）において電子書籍として掲載しています。
　本誌に対する意識の高揚とデザイン教育訓練の振興に寄与することを目的と
して，本誌表紙デザインを募集します。

【応募対象】
　全国の職業能力開発施設および大学，工業高校，専門学校等でデザイン系の
訓練科・学科に所属している者

【応募締切】
　平成29年9月1日（金）必着

【応募方法】
　応募用紙 および 応募作品 を下記応募先に送付してください。
　応募作品については，紙媒体と電子媒体の両方での提出をお願いします。
　一施設から複数名の応募がある場合は，施設でまとめて送付してください。

◇記述内容（右図参照）
　応募用紙には，氏名，所属先，連絡先，作品コンセプトを記述してください。
　応募作品の表には，コンセプト，デザインを記載してください。
　応募作品の裏には，氏名，所属先を紙面上部に記述してください。
◇大きさ
　A4判用紙を縦に使用し，デザインの大きさは，170mm×170mmとします。
◇色
　黒1色（本誌の表紙として使用する際は，各号ごとに色を変えます。）

　デザインは未発表のものとし，作品中に文字や写真，第三者が著作権を保有
するイラスト，キャラクターは使用できません。また，応募作品は一人1点ま
でとします。なお，応募された作品は返却しません。
　入選作品の著作権は職業能力開発総合大学校に帰属します。

【応 募 先】
〒187-0035　東京都小平市小川西町2-32-1

職業能力開発総合大学校　基盤整備センター　企画調整部企画調整課
｢技能と技術｣ 誌表紙デザイン募集　係

TEL 042-348-5075　　FAX 042-348-5098

【表　　彰】
　最優秀作（１点）…　賞状及び副賞
　優 秀  作（２点）…　賞状及び副賞
　佳　　 作（数点）…　賞状及び副賞

　最優秀作品は本誌の表紙に1年間採用します。
　優秀作品はポスターデザイン等に採用させていただく場合があります。

【発　　表】
　本誌2017年4号（12月掲載）に入選作品を発表します。

応募者氏名

応募者所属先

応募作品コンセプト

応募者連絡先

A4判縦 
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応募作品  (表面) 
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作品コンセプト

A4判縦 

A4判縦 

応募作品  (裏面) 

応募者氏名

応募者所属先



編 集 後 記

　今号から編集を担当させていただくことになりました。充実した紙面となるよう
努めて参りますので、どうぞよろしくお願いいたします。
　今号の特集は、「安全に対する取組み」についてでした。私も3月まで職業訓練指
導員として訓練受講者に対し、安全衛生教育を実施してきました。また、施設内安
全衛生委員として、安全衛生活動にも参加してきました。同様の経験をお持ちの方
も多くいらっしゃると存じますが、皆様の安全に対する取組みの参考になる記事を
取り揃えておりますので、ぜひともご覧になってください。
　2017年度の特集は、3号で「障害者に対する職業訓練」、4号で「新しいものづくり」
を予定しております。また、特集記事だけでなくユニークな教材や職業訓練の実践
例、技術トレンド、職業訓練指導員としての経験談など広く投稿を募集しておりま
す。投稿に関してご不明なことがありましたら、お気軽にご相談ください。
　また、「平成29年度職業能力開発論文コンクール」の募集が開始されましたので、
今号に掲載しました案内をご確認ください。皆様のご応募をお待ちしております。
	 【編集　鎌田】
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